
基本情報
コンソーシアム幹事団体
名称
コンソーシアム名称
※名称がある場合に記入

団体の種類

フリガナ

団体名
※正式名称

設立年月日（西暦） 法人格取得年月日
※法人格を有する団体

郵便番号 都道府県

TEL(代表) Email(代表)

WEBサイトURL

代表者情報
フリガナ

氏名

フリガナ

氏名

職員・従業員数
職員・従業員数
（自動計算）

518 名

常勤
有給・有期

76 名
常勤
有給・無期

248 名

常勤
無給（有期・無期）

0 名

非常勤
有給・有期

194 名
非常勤
有給・無期

0 名

非常勤
無給（有期・無期）

0 名

役員数
役員数
（自動計算）

48 名

理事／取締役 15 名 監事／監査役・会計参与 2 名

評議員・社員 31 名
上記の内の公認会計士ま
たは税理士

0 名

資金管理体制
フリガナ 決済責任者 勤務形態

決済責任者 氏名 役職

フリガナ 決済責任者 勤務形態

経理担当者 氏名 役職

フリガナ 決済責任者 勤務形態

通帳管理者 氏名 役職

年間決算の監査を行って
いますか？

左記の回答が④その他の
場合のその方法（記述）

必要な会計帳簿が備え付
けられていますか？

区分経理実施体制ができ
る体制ですか？

非営利組織評価センター
(JCNE)による評価 ④受けていない

過去3年以内に受けていますか 左の回答が①、②の場合は対象URLをご記入ください

役職

※決済責任者と通帳管理者は別の方がご担当ください

②外部監査で実施

はい はい

※3名以上の場合は、行を追加し全員分ご記入ください

soumuka@ngu.ac.jp

https://www.ngu.jp/

052－678ー4081

役職
因田 義男

ｲﾝﾃﾞﾝﾖｼｵ
理事長

資金管理の方法

2021年度通常枠_コンソーシアム構成団体用
団体情報

事務所住所

ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝﾅｺﾞﾔｶﾞｸｲﾝﾀﾞｲｶﾞｸ

1964年4月1日 1973年4月1日

学校法人名古屋学院大学

熱田区熱田西町1番25号

市区町村以下の住所 ※上段にフリガナ（番地を除く）ご記入ください

４５６－８６１２ 愛知県
ｱﾂﾀｸｱﾂﾀﾆｼﾏﾁ

一般財団法人

一般財団法人中部圏地域創造ファンド
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○競争的資金等取扱規程 

（2012 年 10 月 15 日 制定） 

 （目的） 
第 1 条 この規程は、名古屋学院大学（以下「本学」という。）における競争的資金

等の取扱いに関して、適正に運営及び管理するために必要な事項を定めることを目

的とする。 

 （適用範囲） 

第 2 条 競争的資金等の運営及び管理については、関係法令又はこれらに基づく特別

の定めのある場合を除くほかは、この規程によるものとする。 

 （定義） 

第 3 条 この規程において「競争的資金等」とは、国、地方公共団体又は独立行政法

人等公的機関から配分される競争的資金を中心とした公募型の研究資金及びそれら

が配分された学外の機関との研究資金を原資とした受託研究又は共同研究により本

学に受け入れた資金をいう。 

 （管理責任体制） 

第 4 条 本学の競争的資金等を適正に運営並びに管理するために最高管理責任者、統

括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者を置く。 

 （1） 最高管理責任者は、本学全体を統括し、競争的資金等の運営及び管理につい

て最終責任を負うものとし、学長をもって充てる。 

 （2） 統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、競争的資金等の運営及び管理

について全体を統括する実質的な責任と権限を持つものとし、事務局長をもっ

て充てる。 

 （3） コンプライアンス推進責任者は、競争的資金等の運営及び管理について統括

する実質的な責任と権限を持つものとし、総合研究所長をもって充てる。さら

に、コンプライアンス推進副責任者も置く。コンプライアンス推進副責任者は、

コンプライアンス推進責任者の役割を補佐するものとし、総合研究所委員会メ

ンバーをもって充てる。 

2 前項に基づき各責任者を置いたとき、又はこれを変更したときは、その職名を公開

するものとする。 

 （最高管理責任者の役割） 

第 5 条 最高管理責任者はこの規程及び関連する規則等を周知するとともに、統括管

理責任者及びコンプライアンス推進責任者に対して競争的資金等の運営及び管理が

適正に行えるよう、リーダーシップを発揮し、適切な措置を講じなければならない。
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2 最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針を策定・周知するとともに、それらを

実施するために必要な措置を講じる。 

 （統括管理責任者の役割） 

第 6 条 統括管理責任者は、不正防止対策の組織横断的な体制を統括する責任者とし

て、不正防止対策の基本方針に基づき大学全体の具体的な対策を策定・実施し、実

施状況を確認するとともに、実施状況を最高管理責任者に報告する。 

 （コンプライアンス推進責任者） 

第 7 条 コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、次の役割を行

う。 

 （1） 全学部における対策を実施し、実施状況を確認するとともに、実施状況を統

括管理責任者に報告する。 

 （2） 不正防止を図るため、競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員（以

下、「構成員」とする。）に対し、コンプライアンス教育を実施し、理解度の把

握、受講状況の管理監督を実施する。 

 （3） 構成員が、適切に競争的資金等の管理・執行を行っているか等をモニタリン

グし、必要に応じて改善を指導する。 

 （不正防止計画推進体制） 

第 8 条 本学の競争的資金等を適正に運営及び管理する組織として、最高管理責任者

の下に不正防止計画を推進するために、不正防止計画推進委員会（以下、「推進委

員会」という。）を設置する。 

2 推進委員会は、次の各号の者をもって構成する。 

 （1） 統括管理責任者 

 （2） 総務部長 

 （3） コンプライアンス推進責任者 

 （4） コンプライアンス推進副責任者 

 （5） 総合研究所事務室長 

3 推進委員会は、不正防止計画の推進のため、次の各号に掲げる業務を行う。 

 （1） 競争的資金等の運営・管理に係る実態の把握・検証に関すること。 

 （2） 機関全体の観点から不正防止のための具体的な対策を不正防止計画として策

定・実施し、実施状況を確認すること。 

 （3） 関係部局等と協力し、不正発生要因に対する改善策を講ずること。 

 （4） その他不正防止計画の推進にあたり必要な事項に関すること。 

 （推進委員会の運営） 

第 9 条 推進委員会には委員長を置き、統括管理責任者をもって充てる。 

2 委員長は、委員会を招集し議長となる。
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3 推進委員会は、委員の 3 分の 2 以上の出席をもって成立する。 

4 推進委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

5 推進委員会は、毎事業年度に少なくとも一度以上開催する。 

6 推進委員会の事務は、総合研究所事務室が行う。 

 （不正防止計画の策定及び実施） 

第 10 条 推進委員会は、競争的資金等の適正な運営及び管理に係る不正を発生させる

要因について、本学全体の状況を把握し、体系的に整理し評価する。 

2 推進委員会は、不正を発生させる要因に対応する具体的な不正防止計画を策定、実

施しなければならない。毎事業年度末に不正防止計画の実施状況を確認し、当該年

度の実施報告書及び次年度に向けた不正防止計画書を作成する。 

3 推進委員会は、前項の報告書及び不正防止計画書について、最高管理責任者に報告

する。 

4 前項の報告を受けた最高管理責任者は、改善の必要があると認めたときは改善を指

示し、違反行為又は不正が行われないように組織内部をまとめ、適正に運営及び管

理を行うものとする。 

 （内部監査） 

第 11 条 本学における競争的資金の適正な運営及び管理のため、「内部監査規程」に

基づき、監査室が監査を実施する。 

 （発注・検収確認業務窓口の設置） 

第 12 条 本学における物品等の発注及び適正な給付の完了確認を行うため、次の各号

に掲げる発注・検収確認業務窓口を置く。 

 （1） 名古屋キャンパスにおいては、総合研究所事務室とする。 

 （2） 瀬戸キャンパスにおいては、瀬戸キャンパス総合事務部とする。 

2 教職員等は、競争的資金等による固定資産及び物品の調達を行う場合、原則として

発注・検収確認業務窓口にその調達を依頼し、同窓口による検収を受けるものとする。

研究者による発注は一定金額以下のものについては認めることとし、科学研究費助成事

業については「科学研究費助成事業取扱規程」にその基準について定める。 

3 固定資産及び物品の調達依頼又は発注をする者は、発注段階で支出財源の特定を行

う。 

4 発注・検収確認業務窓口は、予算執行の状況を停滞なく把握する。予算執行が当初

計画に比較して著しく遅れている場合は、研究計画の遂行に問題がないか確認し、

問題があれば改善策を講じる。 

5 発注・検収確認業務窓口は、換金性の高い物品については、競争的資金等で購入し

たことを明示し、物品の所在が分かるよう記録する
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 （コンプライアンス教育） 

第 13 条 コンプライアンス推進責任者は、不正使用を防止するため、毎事業年度に競

争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員を対象としたコンプライアンス教育

を実施する。 

2 構成員は、コンプライアンス教育を受講の機会に、下記が記載された誓約書を提出

しなければならない。なお、新規採用者、転入者等については入職の都度提出を求

める。 

 （1） 本学の規程等を遵守すること 

 （2） 不正を行わないこと 

 （3） 規程等に違反して、不正を行った場合は、本学や配分機関の処分及び法的な

責任を負担すること。 

3 前項に定める誓約書の提出がない者は、競争的資金等の取り扱い又は申請をするこ

とができない。 

 （業者等への対応） 

第 14 条 統括管理責任者は、業者等に本学の規程等を説明し、一定の取引実績や本学

におけるリスク要因や実効性を考慮した上で、次の事項が記載された誓約書の提出

を求める。 

 （1） 本学の規程等を遵守し、不正に関与しないこと 

 （2） 内部監査、その他の調査等において、取引帳簿の閲覧・提出等の要請に協力

すること 

 （3） 不正が認められた場合は、取引停止を含むいかなる処分を講じられても異議

がないこと 

 （4） 構成員から不正な行為の依頼等があった場合には通報すること 

 （相談窓口の設置） 

第 15 条 本学における競争的資金等に係る事務処理手続及び使用等に関し、明確かつ

統一的な運用を図るため、総合研究所事務室に相談窓口を置く。 

2 相談窓口は、本学における競争的資金等に係る事務処理手続に関する学内外からの

問合せに誠意をもって対応し、本学における効率的な研究遂行のための適切な支援

に資するよう努めるものとする。 

 （告発窓口の設置） 

第 16 条 本学内外からの告発等を受け付ける告発窓口を監査室に置く。 

2 告発等を受けた監査室長はその内容を統括管理責任者に報告しなければならない。 

3 前項の報告を受けた統括管理責任者は、報告内容を精査したうえで最高管理責任者

に報告するものとする。
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4 告発等は、原則として当該告発等を行う者（以下「告発者」という。）の氏名を明

らかにした上で、次に掲げる事項を明示した書面（電磁的記録を含む。）により行わ

れなければならない。 

 （1） 不正使用を行った疑いがある者（以下「被告発者」という。）の氏名 

 （2） 不正使用の態様及び事案の内容 

 （3） 不正使用と判断できる合理的理由及び実証的証拠 

5 第 11 条による監査、又は報道、学会等により不正使用等の疑いが指摘された場合

は、前項本文の告発等があったものとみなすことができる。 

（秘密保持義務） 

第 17 条 この規程に定める業務に携わる全ての者は、業務上知ることのできた秘密を

漏らしてはならない。職員等でなくなった後も、同様とする。 

2 最高管理責任者及び統括管理責任者は、告発者、被告発者、告発内容、調査内容及

び調査経過について、調査結果の公表に至るまで、告発者及び被告発者の意に反し

て外部に漏洩しないように、これらの秘密の保持を徹底しなければならない。 

3 最高管理責任者は、当該告発に係る事案が外部に漏洩した場合は、告発者及び被告

発者の了解を得て、調査中にかかわらず、調査事案について公に説明することがで

きる。ただし、告発者又は被告発者の責に帰すべき事由により漏洩したときは、当

該者の了解は不要とする。 

4 最高管理責任者、統括管理責任者及びその他の関係者は、告発者、被告発者、調査

協力者又は関係者に連絡又は通知をするときは、告発者、被告発者、調査協力者及

び関係者等の人権、名誉及びプライバシー等を侵害することのないように、配慮し

なければならない。 

（告発者の保護） 

第 18 条 部局責任者は、告発をしたことを理由として当該告発者の職場環境の悪化や

差別待遇が起きないようにするために、適切な措置を講じなければならない。 

2 本学に所属する全ての者は、告発をしたことを理由として、当該告発者に対して不

利益な取扱いをしてはならない。 

3 最高管理責任者は、告発者に対して不利益な取扱いを行った者がいた場合は、公益

通報に関する規程その他関係諸規程に従って、その者に対して処分を課すことがで

きる。 

4 最高管理責任者は、悪意に基づく告発であることが判明しない限り、単に告発した

ことを理由に当該告発者に対して解雇、配置換え、懲戒処分、降格、減給その他当

該告発者に不利益な措置等を行ってはならない。 

（被告発者の保護） 

第 19 条 本学に所属する全ての者は、単に告発がなされたことのみをもって、当該被

告発者に対して不利益な取扱いをしてはならない。
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2 最高管理責任者及び統括管理責任者は、相当な理由なく、被告発者に対して不利益

な取扱いを行った者がいた場合は、就業規則その他関係諸規程に従って、その者に

対して処分を課すことができる。 

3 最高管理責任者及び統括管理責任者は、単に告発がなされたことのみをもって、当

該被告発者の研究活動の全面的な禁止、解雇、配置換え、懲戒処分、降格、減給そ

の他当該被告発者に不利益な措置等を行ってはならない。 

（悪意に基づく告発） 

第 20 条  何人も、悪意に基づく告発を行ってはならない。本規程において、悪意に

基づく告発とは、被告発者を陥れるため又は被告発者の研究を妨害するため等、専

ら被告発者に何らかの不利益を与えること又は被告発者が所属する組織等に不利益

を与えることを目的とする告発をいう。 

2 最高管理責任者は、悪意に基づく告発であったことが判明した場合は、当該告発者

の氏名の公表、懲戒処分、刑事告発その他必要な措置を講じることができる。 

 （予備調査） 

第 21 条 統括管理責任者は、第 16 条第 2 項の報告を受けて、告発等の内容の合理性

及び調査可能性等について確認し、予備調査を行う必要があると認める場合には、

被告発者の所属する部局の部局責任者に対し、必要な予備調査及び適切な対応を指

示するものとする。 

2 前項の部局責任者は、告発等の内容にしかるべき調査能力を有する者による予備調

査委員会を設置し、原則として告発等の受理日から 30 日以内に予備調査を終了し、

その結果を統括管理責任者に報告する。 

3 予備調査においては、被告発者に対し、弁明の機会を与えなければならない。ただ

し、告発者が悪意に基づく告発等を行った疑いがあると予備調査委員会が認める場

合には、告発者に対しても、弁明の機会を与えることができる。 

4 統括管理責任者は、第 2 項の予備調査の結果の報告を受けて、最高管理責任者に報

告するとともに、告発者、被告発者及び被告発者の所属する部局の責任者に通知す

るものとする。 

5 最高管理責任者は、告発等（報道や会計検査院等の外部機関からの指摘を含む）を

受け付けた場合は、告発等の受付から 30 日以内に、告発等の内容の合理性を確認し

調査の要否を判断するとともに、当該調査の要否を配分機関に報告する。 

 （調査委員会の設置及び調査) 

第 22 条 最高管理責任者は前条による予備調査の結果の報告を受けて、さらなる調査

を行う必要があると認める場合には、本調査の実施の決定後、おおむね 30 日以内に

必要な調査（以下「本調査」という。）を行うため調査委員会を設置しなければなら

ない。
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2 調査委員会の委員は、監査室長の他、事案が発生した学部を除く学内の有識者から

若干名を最高管理責任者が任命する。なお、全ての調査委員は、告発者及び被告発

者と直接の利害関係を有しない者でなければならない。 

3 最高管理責任者は、学外の有識者を委員として任命することが必要である。 

4 最高管理責任者は、調査委員会を設置したときは、調査委員の氏名や所属を告発者

及び被告発者に示すものとする。これに対し、告発者及び被告発者は、定めた期間

内に異議申立てをすることができる。異議申立てがあった場合、最高管理責任者は

内容を審査し、その内容が妥当であると判断したときは、当該異議申立てに係る調

査委員を交代させるとともに、その旨を告発者及び被告発者に通知しなければなら

ない。 

5 調査委員会の任務は、次に掲げるとおりとする。 

 （1） 告発された事案に係る本調査（不正の有無、不正の内容、関与した者及びそ

の関与の程度、不正使用の相当額等について調査する。） 

 （2） 不正使用等が行われたか否かの認定 

 （3） 不正使用等の認定に対し不服申立てがされた場合の再調査（以下「再調査」

という。） 

6 調査委員会は、前項の任務遂行の結果を報告書にまとめ、最高管理責任者に提出し

なければならない。 

7 調査委員会の事務は、監査室が行う。 

 （調査委員会の運営） 

第 23 条 調査委員会には委員長を置き、委員長は最高管理責任者が指名する。 

2 委員長は、委員会を召集し議長となる。 

3 調査委員会は、委員の 3 分の 2 以上の出席をもって成立する。 

4 調査委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決

するところによる。 

 （調査中における一時的執行停止） 

第 24 条 調査委員会は、必要に応じて、被告発者等の調査対象となっている者に対し、

調査対象制度の研究費の使用停止を命ずることとする。 

 （認定） 

第 25 条 調査委員会は、本調査開始後概ね 150 日以内に不正使用等が行われたか否か

の認定を行う者とする。ただし、本調査の課程において、学外者等への調査により

時間を要した場合は、この限りではない。 

2 前項の認定は、本調査により得られた物的証拠、関係者の証言、被告発者の自認等

の諸証拠を総合的に判断して行われなければならない。 

3 調査委員会は、認定結果を取りまとめ、最高管理責任者に報告するものとする。
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4 最高管理責任者は、認定結果を告発者、被告発者及び被告発者の所属する部局の部

局責任者に通知するものとする。 

 （協力義務） 

第 26 条 告発者及び被告発者並びにその他の関係者は、調査に対し、誠実に協力しな

ければならない。 

 （配分機関への報告及び調査への協力等） 

第 27 条 調査委員会は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について

配分機関に報告、協議しなければならない。 

2 告発等の受付から 210 日以内に、調査結果、不正発生要因、不正に関与した者が関

わるほかの競争的資金等における管理・監督体制の状況、再発防止計画等を含む最

終報告書を配分機関に提出する。期限までに調査が完了しない場合であっても、調

査の中間報告を配分機関に提出する。 

3 また、調査の課程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やか

に認定し、配分機関に報告する。 

4 上記のほか、配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進歩状況報

告及び調査の中間報告を当該配分機関に提出する。 

5 また、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資料の

提出又は閲覧、現地調査に応じることとする。 

 （不服申立て） 

第 28 条 不正使用等を行ったと認定された被告発者又は悪意に基づく告発等を行った

と認定された告発者は、当該認定に関して不服があるときは、認定に係る通知を受

け取った日の翌日から 14 日以内に書面をもって統括管理責任者に対して不服申立て

をすることができる。 

2 委員長は、不服申立てが行われた場合で、不服申立ての趣旨及び理由等を勘案し、

再調査を行う必要があると判断したときは、速やかに再調査を開始するものとする。 

3 再調査は、第 1 項の認定に係る調査を行うことが適当でないと認めた場合は、当該

調査委員会を変更することができる。 

4 不服申立てが行われた場合で、再調査を行う必要がないと委員長が判断したときは、

統括管理責任者は、その理由を付して、不服申立てを行った者に通知するものとす

る。 

5 調査委員会は、再調査が開始された日から概ね 50 日以内に不服申立てにかかる認

定の全部又は一部を取り消すか否かを決定しなければならない。 

6 調査委員会は、認定結果をとりまとめ、最高管理責任者に報告するものとする。 

7 最高管理責任者は認定結果を告発者、被告発者及び被告発者の所属する部局の部局

責任者に通知するものとする。
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 （公表） 

第 29 条 不正使用等に関する公表は、最高管理責任者が行う。 

2 不正使用等が行われたと認定した場合において、当該不正使用等が故意又は重大な

過失によるものであるときは、原則として、不正使用等を行った者の氏名、不正使

用等の内容との他必要な事項を公表するものとする。 

3 不正使用等が行われなかったと認定した場合は、原則として、当該認定に係る公表

は行わない。ただし、認定前に当該事案が外部に漏洩していた場合は、不正使用等

が行われていなかったことその他の必要な事項を公表するものとする。 

4 告発等が悪意に基づき行われたと認定した場合は、原則として、当該告発者の氏名

その他の必要な事項を公表するものとする。 

 （不正による研究費の返還） 

第 30 条 教職員による競争的資金の不正な使用及び管理により競争的資金を返還する

必要が生じた場合は、当該教職員がその返還金全額を負担することを原則とする。

なお、学内における懲戒処分は、「懲戒委員会規程」に準じる。 

 （補則） 

第 31 条 この規程に定めるもののほか、科学研究費助成事業の取扱いに関し必要な事

項は「科学研究費助成事業取扱規程」等に定める。 

 （所管） 

第 32 条 この規程の所管は、総合研究所事務室とする。 

 （改廃） 

第 33 条 この規程の改廃は、総合研究所委員会の議を経て常任理事会で行う。 

 

 附則 1 この規程は、2012 年 10 月 15 日から施行する。 

 附則 2 この規程は、2014 年 6月 6 日改正、2014 年 7月 1 日から施行する。 

 附則 3 この規程は、2015 年 3月 2 日改正、2015 年 3月 2 日から施行する。 

 附則 4 この規程は、2015 年 9月 29 日改正、2015 年 9月 29 日から施行する。 

 附則 5 この規程は、2016 年 2月 19 日改正、2016 年 2月 19 日から施行する。 

 附則 6 この規程は、2019 年 2月 26 日改正、2019 年 2月 26 日から施行する。 

 附則 7 この規程は、2019 年 6月 4 日改正、2019 年 6月 4 日から施行する。 

 附則 8 この規程は、2019 年 7月 16 日改正、2019 年 7月 16 日から施行する。 



事業名：チームによる支援活動の広域展開

幹事団体名：一般財団法人 中部圏地域創造ファンド

構成団体（自団体）名：学校法人名古屋学院大学

規程類に含める必須項目
(参考)JANPIAの規

程類
提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所

※条項等

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

（１）開催時期・頻度 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第4章

（２）招集権者 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第4章

（３）招集理由 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第4章

（４）招集手続 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第4章

（５）決議事項 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第4章

（６）決議（過半数か3分の2か） 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第4章

（７）議事録の作成 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第4章

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員
を除いた上で行う」という内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決
権の行使に関する除外規定は必須としないこととします。

公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第4章

⚫ 理事会の構成に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。
（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合
計数が、理事の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

※別途提出した「構成団体の規定類必須事
項確認書について」を参照

-

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事
の合計数が、理事の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

※別途提出した「構成団体の規定類必須事
項確認書について」を参照

-

（１）開催時期・頻度 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

（２）招集権者 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

（３）招集理由 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

（４）招集手続 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

（５）決議事項 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

（６）決議　（過半数か3分の2か） 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

（７）議事録の作成 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除
いた上で行う」という内容を含んでいること

公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

⚫ 理事の職務権限に関する規程
JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的
な職務分担が規定されていること

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

⚫ 監事の監査に関する規程 
監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事
録を提出してください

監事監査規程 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第３章

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額 公募申請時に提出
役員の報酬、退任慰労金及び旅費に関する
規則

第2条・第3条

（２）報酬の支払い方法 公募申請時に提出
役員の報酬、退任慰労金及び旅費に関する
規則

第4条

　規程類必須項目確認書　（幹事団体以外のコンソーシアム構成団体用）

過去の採択状況：該当する（　）内にチェックを入れてください。

（　　　）　2019年度・2020年度通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている。
　　　　　　※該当する団体は規程類の提出は必要ありません。

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を
記載してください。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html

◎後日提出する規程類に関しては、下記の誓約に署名及び印を押印のうえ、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎ 必須 公益財 法人 般財 法人 公益社 法人 般社 法人 特定非営利活動法人を想定 たも れ 外 法人 表を参考 整備 だ な ご 点

・評議員会規則
・定款

定款

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

・定款
・理事会規則

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程



⚫ 倫理に関する規程 

（１）基本的人権の尊重 公募申請時に提出
ハラスメント防止に関する規程
ハラスメント防止に関する指針

人権問題委員会の設置
（常設）

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除） 公募申請時に提出 名古屋学院大学評価（認証評価）結果 10（1）大学運営

（３）私的利益追求の禁止 公募申請時に提出 競争的資金等取扱規定 ー

（４）利益相反等の防止及び開示 公募申請時に提出 競争的資金等取扱規定 ー

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の
特別の利益を与える行為を行わない」という内容を含んでいること

公募申請時に提出 競争的資金等取扱規定 ー

（６）情報開示及び説明責任 公募申請時に提出 学校法人名古屋学院大学寄附行為 第35条の2

（７）個人情報の保護 公募申請時に提出
名古屋学院大学評価（認証評価）結果／8.

教育環境等環境⑤
⚫ 利益相反防止に関する規程 
（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体と
の間の利益相反を防ぐ措置」について具体的に示すこと

※別途提出した「構成団体の規定類必須事
項確認書について」を参照

ー

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力
団体の関係者に対し、特別の利益を与えないものである」という内容を含んでいる
こと

公募申請時に提出
学校法人名古屋学院大学寄附行為
競争的資金等取扱規定

第３章

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせ
た上で、適切な組織において内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」とい
う内容を含んでいること

※別途提出した「構成団体の規定類必須事
項確認書について」を参照

ー

⚫ コンプライアンスに関する規程
（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

公募申請時に提出
名古屋学院大学評価（認証評価）結果
競争的資金等取扱規定

8.教育環境等環境⑤

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下
に実施等を担う部署が設置されている 」という内容を含んでいること

公募申請時に提出
名古屋学院大学評価（認証評価）結果
競争的資金等取扱規定

8.教育環境等環境⑤

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に
実施し、その内容を公表する」という内容を含んでいること

公募申請時に提出
名古屋学院大学評価（認証評価）結果
競争的資金等取扱規定

8.教育環境等環境⑤

⚫ 内部通報者保護に関する規程 

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい） 公募申請時に提出 公益通報に関する規程 ー

（２）通報者等への不利益処分の禁止
「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向け
ガイドライン（平成28年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定め
ていること

公募申請時に提出 公益通報に関する規程 ー

⚫ 組織（事務局）に関する規程

（１）組織（業務の分掌） 公募申請時に提出
2021年度名古屋学院大学要覧
事業報告書

p.5-6

教育・事務局組織図

（２）職制 公募申請時に提出 事業報告書 －

（３）職責
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

（４）事務処理（決裁）
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）基本給、手当、賞与等
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

（２）給与の計算方法・支払方法
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

⚫ 文書管理に関する規程 

（１）決裁手続き
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

（２）文書の整理、保管
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

（３）保存期間
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

⚫ 情報公開に関する規程 

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

情報公開規程 公募申請時に提出

・学校法人名古屋学院大学寄附行為
・名古屋学院大学中長期計画
・2020年度事業報告書
・2021年度名古屋学院大学要覧p.79　財
政
・2020年度財産目録

〈参考〉
・情報公開
https://www.ngu.jp/outline/abo
ut/information/

・名古屋学院大学中長期計画
https://www.ngu.jp/outline/ope
ration/plan/

・財務状況
https://www.ngu.jp/outline/ope
ration/finance/

倫理規程

文書管理規程

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

コンプライアンス規
程

内部通報（ヘルプラ
イン）規程

事務局規程

給与規程



⚫ リスク管理に関する規程 

（１）具体的リスク発生時の対応
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

（２）緊急事態の範囲
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

（３）緊急事態の対応の方針
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

（４）緊急事態対応の手順
※別途提出した「構成団体の規定類必須事

項確認書について」を参照
－

⚫ 経理に関する規程 

（１）区分経理 公募申請時に提出
学校法人会計説明資料（平成27年度から
適用の新基準）

－

（２）会計処理の原則 公募申請時に提出
学校法人会計説明資料（平成27年度から
適用の新基準）

－

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別 公募申請時に提出
学校法人会計説明資料（平成27年度から
適用の新基準）

－

（４）勘定科目及び帳簿 公募申請時に提出
学校法人会計説明資料（平成27年度から
適用の新基準）

－

（５）金銭の出納保管 公募申請時に提出
学校法人会計説明資料（平成27年度から
適用の新基準）

－

（６）収支予算 公募申請時に提出
学校法人会計説明資料（平成27年度から
適用の新基準）

－

（７）決算 公募申請時に提出
学校法人会計説明資料（平成27年度から
適用の新基準）

－

リスク管理規程

経理規程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　規程類の後日提出に関する誓約

　　　　　　　　　　　　　　　一般財団法人日本民間公益活動連携機構　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　 月　 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  申請団体の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名                                    印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当団体は、資金分配団体としての助成を申請するに際し、上部で「内定後1週間以内に提出」を選択した必須項目については、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やむを得ない理由により提出できないため、内定後1週間以内に提出することを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、この誓約に反したことにより、選定の取り消し等が行われることとなっても、異議は一切申し立てません。







 

 

○公益通報に関する規程 

（2009 年 7 月 21 日制定） 

（目的） 

第 1 条 この規程は公益通報者保護法に基づき、学校法人名古屋学院大学（以下「本

法人という」）における公益通報者の保護、公益通報の処理、その他必要な事項を定

める。 

（定義） 

第 2 条 この規程において「公益通報」とは、本法人又はその役員、教職員等につい

て法令等違反行為が生じ、又はまさに生じようとしている旨を通報することをいう。 

2 この規程において「公益通報者」とは、公益通報を行った者で、次の各号の者をい

う。 

（1） 本法人と雇用関係にある教職員 

（2） 労働者派遣法に基づく派遣職員 

（総括責任者） 

第 3 条 本法人における公益通報の処理に関する総括責任者は、総務担当理事とする。 

（担当窓口） 

第 4 条 本法人の公益通報の担当窓口は、監査室とする。 

（公益通報等の方法） 

第 5 条 公益通報及び公益通報に関する相談は、電子メール、ファクシミリ、文書、

面談等で行うものとする。 

（禁止事項） 

第 6 条 公益通報者は不正に利益を得る目的、又は本法人又は第三者に損害を加える

目的、その他不正な目的をもって通報を行ってはならない。 

（公益通報の受付） 

第 7 条 監査室は、公益通報を受け付けたときは、総括責任者へ報告すると伴に、公

益通報者からは通報事実を確認できる資料の提出をもとめることができる。 

2 総括責任者は、前項の内容をすみやかに理事長及び監事に報告しなければならない。 

（調査及び遵守事項） 

第 8 条 総括責任者は、必要に応じ調査チームを設置することができる。調査チーム

の構成員は、その都度総括責任者が決定する。



 

 

2 総括責任者は、通報の内容に高度の専門性を必要とすると判断した場合、外部の有

識者に意見を求めることができる。 

3 総括責任者は、調査終了後すみやかに、理事長及び監事に調査結果について報告し

なければならない。 

4 総括責任者及び調査チームの構成員、監査室は、職務上知り得た事実を正当な理由

なく他に漏洩してはならない。また、その職を離れた後も同様の規定を遵守するもの

とする。 

（是正措置等） 

第 9 条 理事長は、法令違反行為が確認された場合、すみやかに案件の是正措置及び

再発防止策を講じなければならない。 

2 理事長は、当該法令違反行為に関与した者に対して、就業規則に基づき、懲戒処分

等を行うことができる。 

（公益通報者の保護等） 

第 10 条 本法人は公益通報者に対して、公益通報したことを理由に、本人が降格、減

給その他不利益を被るいかなる取り扱いも行ってはならない。 

2 前項に係らず、公益通報者が不当な目的をもって通報を行った場合は、理事長は就

業規則に基づき、懲戒処分等を行うことができる。 

（通知） 

第 11 条 総括責任者は、公益通報者に対して、法令違反行為が確認された場合の是正

措置及び再発防止策について、すみやかに通知しなければならない。 

（所管） 

第 12 条 この規程の所管は監査室とする。 

（改廃） 

第 13 条 この規程の改廃は、常任理事会で行う。 

 

 附則 1 この規程は、2009 年 8 月 3日から施行する。 

 附則 2 この規程は、2014 年 6 月 6日改正、2014 年 7 月 1日から施行する。 

 附則 3 この規程は、2019 年 2 月 26 日改正、2019 年 2 月 26 日から施行する。 



１．学校法人会計について 

学校法人は、学校を運営しその目的である教育・研究を遂行することにあり、企業のように営

利を目的としていません。 

  企業会計は、収益と費用からその経営成績を知ることにありますが、学校法人会計は、計算書

類によって財務の面から、教育研究活動が円滑に遂行されたか否かを知ることにあります。 

  教育研究活動を継続的に行うためには、施設・設備や教職員などの人員が必要です。 

そして、教育研究環境を充実・発展させるための資金や財産を管理するだけでなく、財務状況

を正確に把握し、健全な経営をしなければなりません。 

  教育研究の諸活動は、「計画＝予算」に基づいて運営しなければならず、予算書は重要な計算書

類です。 

  国または地方公共団体から補助金の交付を受ける学校法人は、「学校法人会計基準」に従い「資

金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」の各計算書類の作成が義務づけられていま

す。 

 

 
２．計算書類について 

①資金収支計算書 

   当該会計年度（4 月 1 日～翌年 3 月 31 日）に行った諸活動に対応する全ての資金の動きを

記録することによって、当該年度の収入と支出の内容を明らかにし、支払資金（現金および預

貯金）のてん末を表すものです。 

  ※活動区分資金収支計算書 

   資金収支計算書の決算額を「教育活動」「施設設備等活動」「その他の活動」の3つの活動ご

とに区分し、活動ごとの資金の流れを明らかにし、資金の源泉を明らかにすることによって、

より経営判断に資する財務情報を提供するものです。 

  （活動区分資金収支計算書は予算と決算を対比する様式を採っていないため予算書の作成は制

度上求められていません。） 

②事業活動収支計算書 

   当該会計年度の事業活動収支の内容を明確にし、基本金へ組み入れる額を控除した事業活動

収支の均衡を表すものです。 

   本業である教育・研究・社会貢献の部分（教育活動収支）と財務活動で生じる利息等の部分

（教育活動外収支）、資産売却など臨時的に生じる部分（特別収支）に区分する構造になって

おり、各区分の収支差額から経営状態の健全性を把握することができます。 

③貸借対照表 

  期末（会計年度末）における資産・負債・純資産（基本金および収支差額）を把握し、財政

状態の健全性を表すものです。 

 

 
３．計算書類の主な科目用語について 

＜資金収支計算書＞ 

【収入の部】 

①学生生徒等納付金収入 



授業料、入学金、実験実習料、施設設備費などの収入です。 

②手数料収入 

  入学検定料、試験料、証明手数料などの収入です。 

③寄付金収入 

  金銭等の寄付を受けた額です。 

④補助金収入 

  国や地方公共団体から交付される助成金です。 

⑤資産売却収入 

  不動産や有価証券等、資産を売却して得た収入です。 

⑥付随事業・収益事業収入 

  外部から委託を受けた受託研究やシティカレッジなどの講座受講料、診療所医療収入などの収

入です。 

 ⑦受取利息・配当金収入 

  学校法人の保有する預金の利息、及び株式の配当金等です。 

 ⑧雑収入 

  施設設備利用料収入、廃品売却収入等のその他の収入です。 

 ⑨借入金等収入 

  学校法人が長期の借入や短期の借入により資金を得た場合や、学校債の発行により資金を集め

た場合におけるその収入です。 

 ⑩前受金収入 

  翌年度以降の諸活動に対応する資金を受け入れた場合の収入です。主に、翌年度に教育を受け

る学生から事前に納入された入学金や授業料などの学生生徒等納付金です。 

 ⑪その他の収入 

  上記の収入までに含まれない、事業活動収入の性質をもたない収入です。 

引当特定資産取崩収入…特定の引当特定資金から支払資金に移した額です。 

  差入保証金回収      …過年度に支払っていた保証金の回収です。 

 ⑫資金収入調整勘定 

  「期末未収入金」：当年度中に収受すべき収入のうち、入金が翌年度以降になるものです。 

 「前期末前受金」：当年度中に収受すべき収入のうち、前年度までに入金のあったものです。 

【支出の部】 

①人件費支出 

  教職員への本俸、期末手当、各種手当、退職金財団掛金、役員報酬などです。 

②教育研究経費支出 

  教育・研究活動や学生の学習支援・課外活動支援に支出する経費です。 

  印刷製本費、光熱水費、旅費交通費、奨学費、修繕費、業務委託費などがあります。 

③管理経費支出 

  総務・人事・財務・経理などの法人業務や学生募集活動など教育・研究活動以外の活動に支出

する経費です。教育研究経費と同様の科目がありますが、それ以外に広報費支出などがありま

す。 

④借入金等利息支出 

 銀行等からの借入金の利息の支出です。 



⑤借入金等返済支出 

  銀行等からの借入金の元本の返済に係る支出です。 

⑥施設関係支出 

  土地、建物、構築物、建設仮勘定などです。 

  建物は、付属する電気・給排水などの施設設備を含みます。 

  建設仮勘定は、建物・構築物・機器備品などが完成するまでの支出額です。完成した場合には、

その年度に「建物」などに振替えます。 

⑦設備関係支出 

  教育研究用機器備品、管理用機器備品、図書、車輌などです。 

  備品は、機器設備、工具・器具などで、耐用年数が1年以上、その価額が一定額以上（本学で

は10万円以上）のものをいいます。 

 ⑧資産運用支出 

  学校法人における資金運用目的での資金の支出です。 

 ⑨その他の支出 

  上記の人件費支出から資産運用支出までの各科目に含まれない支出で、費用的な性格のものは

含まれず、前払金支払支出や前期末未払金支払支出など、資産負債の増加又は減少をもたらす

その他の支出項目を処理する科目です。 

 ⑩予備費 

  予算編成時において予期しない支出に対処するために設けているものです。 

⑪資金支出調整勘定 

 「期末未払金」 ：当年度中に支払うべき支出のうち、翌年度以降に支払うものです。 

 「前期末前払金」：当年度中に支払うべき支出のうち、前年度までに支払ったものです。 

 ⑫翌年度繰越支払資金 

  当期末の支払資金の残高を表す科目です。 

 
＜事業活動収支計算書＞ 

【教育活動収支】 

・事業活動収入の部 

①学生生徒等納付金 

資金収支計算書の「学生生徒等納付金収入」と同額が計上されます。 

②手数料 

  資金収支計算書の「手数料収入」と同額が計上されます。 

③寄付金 

  施設設備に係るもの以外の寄付金が「教育活動収支」に計上されます。 

  「特別寄付金」…施設設備寄付金以外で用途指定のある寄付金です。 

  「現物寄付」 …施設設備以外の現物資産等の受贈額です。 

  「一般寄付金」…資金収支計算書と同額が計上されます。 

④経常費補助金 

 施設設備補助金以外の補助金が「教育活動収支」に計上されます。 

⑤付随事業収入 

  資金収支計算書の「付随事業・収益事業収入」から収益事業収入を除いた金額が計上されます。 



⑥雑収入 

  資金収支計算書と同額が計上されます。（過年度修正収入がある場合を除く。） 

 ・事業活動支出の部 

 ⑦人件費 

  退職金関係を除いて、資金収支計算書の「人件費支出」と同額が計上されます。 

  ※退職給与引当金繰入額 

  教職員が退職した場合には、退職金支給に関する規定に基づいて退職金が支払われます。 

  退職金の額は勤続年数に応じて毎年増額していきます。 

  その支払いの原因は教職員の勤務する各年度に生じていると考えて、実際の退職金支払いに

先立って、予め毎年度に負担額を消費支出（退職給与引当金繰入額）として計上することが、

消費収支の均衡を維持するうえで必要とされるものです。 

⑧教育研究経費 

  資金収支計算書の「教育研究経費支出」に「減価償却額」を加えた額が計上されます。 

⑨管理経費 

  資金収支計算書の「管理経費支出」に「減価償却額」を加えた額が計上されます。 

  ※減価償却額 

   固定資産のうち建物・構築物・機器備品などは、時の経過や陳腐化などによってその価値が

減少します。価値が減少するものとして減価償却を行い、取得原価を毎年度の消費支出に費

用配分するものです。※直接にはお金の支出は伴いません。 

【教育活動外収支】 

・事業活動収入の部 

①受取利息・配当金 

  資金収支計算書の「受取利息・配当金収入」と同額が計上されます。 

・事業活動支出の部 

②借入金等利息 

 資金収支計算書の「借入金等利息支出」と同額が計上されます。 

【特別収支】 

・事業活動収入の部 

①資産売却差額 

 資金収支計算書の「資産売却収入」が売却資産の帳簿価額を超える場合に計上されます。 

②その他の特別収入 

 施設設備の拡充等のための寄付金（施設設備寄付金）と補助金（施設設備補助金）が計上され

ます。また施設設備の受贈は「現物寄付」に計上されます。（現物寄付は非資金取引となるため

資金収支計算書では計上されません。） 

・事業活動支出の部 

③資産処分差額 

 売却資産の帳簿価額が資金収支計算書の「資産売却収入」を超える場合、又は資産を除却した

場合に計上されます。 

 
基本金組入前当年度収支差額 

 ①教育活動収支と②教育活動以外の経常的な活動収支（教育活動外収支）を併せて経常収支と



し、臨時的な③それ以外の活動収支（特別収支）を加減した額（従来の「帰属収支差額」に相

当）です。改正前の学校法人会計基準に基づく消費収支計算書には表示されていませんでした

が、基本金組入前の毎期の収支バランスをみるうえで有用な情報であり、学校法人会計基準の

改正により計算書に明示することとなりました。 

基本金組入額 

  学校法人が諸活動の計画に基づき、教育研究の維持・充実に必要な資産を継続的に保持するた

めの金額であり、帰属収入から組入れた金額で、第1号基本金から第 4号基本金があります。 

   第1号基本金…設立や規模の拡大若しくは、教育の充実向上のために取得した固定資産の額 

   第2号基本金…将来取得する固定資産にあてる金銭その他の資産の額 

   第3号基本金…基金として継続的に保持し、運用する金銭その他の資産の額 

          ※元本から生じる果実を教育研究活動に使用するものです。 

   第4号基本金…恒常的に保持すべき資金 

          ※円滑な運営のために支払資金を常時保持し、一定額以上の資金を基本金と

するものです。 

 当年度収支差額 

  基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を控除したものです。 

事業活動収入 

  学生生徒等納付金・手数料・寄付金・補助金など学校法人に帰属する収入（従来の学校法人会

計基準における「帰属収入」に相当）です。 

  借入金や翌年度に入学する学生・生徒の入学金・授業料などの前受金は含みません。 

事業活動支出 

  人件費・教育研究経費・管理経費・借入金利息などの支出（従来の学校法人会計基準における

「消費支出」に相当）です。 

  退職給与引当金繰入額や時間的経過による建物・備品などの資産価値の減少額である減価償却

額を含みます。 
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名古屋学院大学に対する大学評価（認証評価）結果

Ⅰ 判 定

2018（平成30）年度大学評価の結果、名古屋学院大学は本協会の大学基準に適合し

ていると認定する。

認定の期間は、2019（平成31）年４月１日から2026（平成38）年３月31日までとす

る。

Ⅱ 総 評

名古屋学院大学は創立以来、「敬神愛人」を建学の精神とし、他者や社会、人類・世

界のために奉仕する人材を養成すること及び生涯を通じた人格形成の土台を構築する

ことを、理念・目的としている。また、グローバル化や少子化の進展等、大学を取り

巻く環境が一層厳しくなる状況で、大学の将来像を明確にして計画的に事業を遂行す

るため、2013 （平成 25）年には「中長期計画－Look Forward 2014‐2023－」を、2014

（平成 26）年度にはこれに基づく５年間の具体的な行動計画を定め、2018（平成 30）

年には行動計画を再構築して、今後３年間で取り組む「中期アクションプラン」を策

定しており、社会の要請や環境の変化に対応した教育研究活動の充実に取り組んでい

る。

特に、社会連携・社会貢献については、全学的に推進し、大学の特色として伸長を

図っている。中長期計画に「知の拠点としての存在感を高め、活力ある社会づくりに

貢献する」ことを社会貢献ビジョンとして示し、同ビジョンの実現のために「知の拠

点としての存在感を高める」「地域社会が抱える課題の解決に貢献する」「ステークホ

ルダーとの連携を強化する」という方針を掲げており、愛知県瀬戸市及び近郊の大学

とコンソーシアムを形成し、地域に関する課題解決型（ＰＢＬ（Project-Based 

Learning））の授業を体系的に開講するなど、学生に地域と連携した活動を浸透させる

とともに、教職員及び学生が協働して地域課題の解決に取り組んでいることは高く評

価できる。

また、これを支える優れた取組みとして、独自に開発したポータルサイトによって、

教職員が学生の情報を共有し、学生からの質問・相談・要望に応える全学的な学生支

援の体制を整備している。各種のきめ細かな学生対応により、離籍者数が減少傾向に

あるなどの効果も出ていることは高く評価できるとともに、多くの学生が留学を経験

していることや高い就職率になっていることも評価に値する。
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なお、教育についても、教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）に

基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を体系的に編成するとともに、学生の学習

の活性化及び単位の実質化を図っており、成績評価、学位授与を適切に行っている。

一方で、改善すべき課題もいくつか見受けられる。まず、大学の改善・向上のため

には、目的を達成するための方法や考え方を示した方針を定めることが必要であるが、

研究科の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程の編成・実施方針、学生の

受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）の設定に不備が見られる。また、学位授

与方針に示している学習成果について、学生の修得状況を測定し、その結果を社会に

示すことが求められるが、いずれの学部・研究科においても、十分に測定ができてい

るとはいえない。さらに、一部の学科、研究科では、定員管理に課題が見られる。こ

れらを改善するためにも、内部質保証について、2017（平成 29）年度に「教学改革推

進会議」を中心とした内部質保証システムを構築したところであるが、同会議が担う

内部質保証の範囲、同会議とその他の全学的組織との役割分担及び連携プロセスの見

直しが必要であり、内部質保証システムを適切に整備し、有効に機能させていくこと

が求められる。

今後は、これらの課題を解決し、さらなる発展に向けて質の保証に取り組んでいく

ことが重要といえる。

Ⅲ 概評及び提言

１ 理念・目的

＜概評＞

大学、大学院、通信制大学院の各学則において、大学の理念・目的及び学部・研

究科の目的等を適切に設定し、学内のみならず社会にも公表していると評価できる。

また、これらの理念・目的等を実現していくため、2013 （平成 25）年に「中長期計

画－Look Forward 2014‐2023－」を、2014（平成 26）年度にこれに基づく５年間の

具体的な行動計画を定め、2018（平成 30）年に行動計画を再構築して、今後３年間

で取り組む「中期アクションプラン」を策定している。

① 大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学部・研究科

の目的を適切に設定しているか。

建学の精神を前身である愛知英語学校から継承し、謙虚に学び、他者を尊重し

て、人類の平和と福祉を希求する精神を意味する「敬神愛人」と掲げており、他

者や社会、人類・世界のために奉仕する人材を養成すること及び生涯を通じた人

格形成の土台を構築することを、理念・目的としている。

また、この建学の精神のもと、大学の目的を「広く知識を授けるとともに深く
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専門の学芸を教授研究し、キリスト教主義に基づいて人格を陶冶する」こと、大

学院の目的を「学部の教育の基礎の上に、高度にして専門的な学術の理論及び応

用を教授研究し、キリスト教主義に基づいて人格を陶冶する」こと、通信制大学

院の目的を「既に社会で活躍する人材を主な対象として、より高度にして専門的

な学術の理論及び応用を教授研究し、キリスト教主義に基づいて人格を陶冶し、

社会の発展に寄与する」ことと定めており、理念・目的は適切に設定されている

といえる。

各学科、専攻の目的についても、大学の理念・目的を踏まえながら、専門分野

に応じた養成すべき人材像をより具体的に定めており、適切である。

② 大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切

に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。

大学の理念・目的及び大学院、通信制大学院、各学科、専攻の目的は、各学則

にそれぞれ定め、ホームページを通じ、社会に公表しており、その周知に努めて

いる。教職員及び学生に向けては、ホームページに加え、大学要覧、履修要項等

に掲載しており、また、学生に向けては、１年次必修の「キリスト教概説」及び

「キリスト教学」をはじめとするキリスト教関連科目を配置するとともに、キリ

スト教センター主催のチャペルアワー、オルガンアワー、カレッジアワー、朝の

礼拝等を通じて、建学の精神及びキリスト教精神の周知を図っている。

③ 大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、大学とし

て将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。

2013（平成 25） 年に理事会において「中長期計画－Look Forward 2014‐2023

－」を策定し、建学の精神に基づく大学の目的、各学部･研究科における目的を実

現するための「ミッション（使命）」について、「『敬神愛人』の精神を尊重し、高

い志と豊かな国際感覚を備えた、社会の発展に貢献する人材を育成する」と再定

義している。さらに、このミッションに基づき、10 年後の将来ビジョンとして、

総合ビジョン、教育ビジョン、研究ビジョン、社会貢献ビジョンを定めている。

理事会において、中長期計画の将来ビジョンの実現に向け、５年間（2014～2018

（平成 26～平成 30）年度）の具体的な行動計画を策定し、その進行状況を検証し

てきたが、４年が経過したところで行動計画の見直しを図り、2018（平成 30）年

より１期を３年とする２期間の「中期アクションプラン」を策定し、確実に実行

するための実現可能で具体的な重点事項・施策を設定している。教学事業につい

ては、常任理事会と連携し、学長のもとで「教学改革推進会議」が推進していく

こととしており、中期アクションプランの確実な実行が期待される。
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２ 内部質保証

＜概評＞

2016（平成 28）年度に、３つの方針（学位授与方針及び教育課程の編成・実施方

針、学生の受け入れ方針）を見直し、2017（平成 29）年度に、内部質保証の推進を

担う組織として「教学改革推進会議」を設置するとともに、「内部質保証の基本的方

針及び手続」を明示し、内部質保証を推進する全学的な体制の整備を進めている。

そのうえで、「内部質保証の基本方針及び手続」及び「名古屋学院大学自己点検・評

価規程」（以下「自己点検・評価規程」という。）に則り、各学部・研究科等が３つ

の方針等に基づいて自己点検・評価を実施し、その結果を「教学改革推進会議」が

集約・確認している。さらに、その内容を「全学点検評価委員会」が学内第三者的

な立場から評価（重点課題を報告）し、その結果をもとに「教学改革推進会議」が

全学的な観点から改善策を立案して各組織に改善を指示するＰＤＣＡサイクルによ

り、内部質保証を機能させる仕組みとしている。ただし、「教学改革推進会議」を中

心とした内部質保証システムは始動したばかりであり、内部質保証を推進する全学

的な体制を適切に整備し、各組織におけるＰＤＣＡサイクルを支援することで、全

学的な教学マネジメントを有効に機能させるよう改善が求められる。

① 内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示しているか。

2017（平成 29）年度に、内部質保証の推進を担う組織として「教学改革推進会

議」を設置するとともに、同会議規程に基づき、「内部質保証の基本的方針及び手

続」を適切に明示している。具体的には、『点検・評価報告書』に「内部質保証に

関する大学の基本的な考え方」として、自己点検・評価に基づいた内部質保証体

制を構築し、教育研究の質の保証及び向上を図ること、「教学改革推進会議」の権

限と役割、学部・研究科等との役割分担に関すること、「教育のＰＤＣＡのための

指針」として、３つの方針に基づいて当年度計画の「現状説明」「評価できる点」

「課題・問題点」を点検・評価し、「次年度計画」を策定・調整することなどを示

している。

② 内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。

2016（平成 28）年度までは、内部質保証の推進を「全学点検評価委員会」が担

い、大学全体及び各学部・研究科等の自己点検・評価結果を集約し、問題点をと

りまとめて学長に報告して、学長が改善策を各部署へ指示するとともに、理事会

へ報告して中長期計画の見直しに反映する仕組みとしていた。これに対し、学長

のリーダーシップのもとで全学的な教学マネジメントを確立するため、2016（平

成 28）年度に「学部長会議」で意見を交換し、「全学点検評価委員会」及び「大学

協議会」での審議を経て、翌年に内部質保証の推進を担う組織として「教学改革
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推進会議」を新設するに至った。

2017（平成 29）年度からは、「教学改革推進会議」を内部質保証の推進及び統括

を担う組織と位置付け、同会議は学長を委員長に、学部長、研究科長、教学部長、

事務局長等で構成し、内部質保証の基本方針・手続、自己点検・評価の総括とそ

れに基づく改善・改革の策定、各組織が改善・改革を実行する際の支援・調整等

を所管することを「教学改革推進会議規程」に定めている。これに伴い、「全学点

検評価委員会」は、「教学改革推進会議」が集約・確認した各学部・研究科等の自

己点検・評価結果を、学内第三者的な立場から客観的に評価する役割を担う組織

として位置付けを変更し、構成員には研究科長、学部長、教学部長を含めないこ

ととしている。また、「ＩＲ委員会」を設置しており、教学データ、各種アンケー

ト結果等の分析を行っているが、今後は内部質保証の有効性をより高めるため、

計画策定、政策決定、意思決定の支援を全学的に行うこととしている。

ただし、内部質保証を推進する全学的な体制は整備の途上にあり、不十分な点

が見受けられる。具体的には、「全学点検評価委員会」の役割について、「自己点

検・評価規程」に「大学運営に関する全体的事項について、点検評価を行う」「全

学的見地から、点検・評価について、企画、立案、調整、指示等を行う」と定め

ているが、同委員会は学内第三者的な立場から各自己点検・評価の結果の客観的

な評価を行っており、規程と実態の整合性が取れていないことに加え、「教学改革

推進会議」が自己点検・評価の総括を行うとしており、両者の役割分担も明確で

はない状況にある。また、「教学改革推進会議」が担う内部質保証の範囲について、

今後の検討課題としているものの、現時点では教育研究組織及び教員・教員組織

は含まれておらず、当該範囲は「学部長会議」などが担うとしており、これらの

役割分担が整理されていない状況にある。

以上のことから、「教学改革推進会議」を中心とした内部質保証に関連する全学

的な体制は十分に整備されていないので、権限や役割を含めて見直すことが求め

られる。

③ 方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。

2016（平成 28）年度に、「学部長会議」で意見交換を行い、大学及び大学院の目

的に沿って、大学全体の３つの方針を新たに策定し、これに沿って各学科、専攻

の３つの方針を改定している。そのうえで、2017（平成 29）年度から、「内部質保

証の基本方針及び手続」及び「自己点検・評価規程」に則り、学部・研究科は３

つの方針、センター等その他の組織は中長期計画等に基づく年度計画に沿って、

自己点検・評価及び改善策立案を毎年行い、その結果を「教学改革推進会議」に

報告している。2018（平成 30）年度から、「教学改革推進会議」は提出された各学

部・研究科等の自己点検・評価の結果を集約・確認し、重点課題（案）の抽出を
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行い、「全学点検評価委員会」がその内容を学内第三者的な立場から評価（重点課

題を報告）し、年次報告書として作成したものを学長に提出するプロセスを整備

しており、「教学改革推進会議」はその結果を確認したうえで、全学的な観点から

改善策の立案を行い、各組織に改善を指示している。その際、「大学協議会」と理

事会及び監事へ意見聴取を行うことを「教学改革推進会議規程」に明示し、自己

点検・評価の客観性・妥当性を確保している。また、認証評価結果や設置計画履

行状況調査等における指摘事項についても、「教学改革推進会議」において情報共

有するとともに、重点課題として改善策の立案を行うこととしている。

ただし、前述のとおり内部質保証システムの整備を進めているものの、いくつ

かの不備が見られる。また、「教学改革推進会議」が担う「各組織が改善・改革を

行う際の支援及び調整」の役割については、今後の検討課題としている状況にあ

り、具体的な方策は定まっていないため、今後は内部質保証システムを適切に整

備し、全学的な教学マネジメントを有効に機能させるよう改善が求められる。

④ 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公

表し、社会に対する説明責任を果たしているか。

大学の理念・目的及び学部・研究科の３つの方針、教員の教育研究活動、『自己

点検・評価報告書』、財務諸表、その他の活動について、ホームページに公表して

いる。また、建学の精神、３つの方針等の主要な情報は大学ポートレートにも公

表している。さらに、教員の研究情報の公表を強化するため、2015（平成 27）年

度にリポジトリを整備し、学内論集や大学院の学位論文を公表している。

ただし、教員の研究等業績の公表（研究者情報システム）については、最新の

内容に更新されていない教員が散見されるので、適切な情報の公表が望まれる。

⑤ 内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

前述のように、2016（平成 28）年度に「全学点検評価委員会」を中心とする内

部質保証システムを見直し、翌年に「教学改革推進会議」を新設するに至ってお

り、自己点検・評価活動を含めた教育の質を保証するためのシステム構築を進め

ている。2017（平成 29）年度からは、現状、長所・問題点、次年度計画を一覧化

するために、自己点検・評価の結果を報告書の形式から前年度評価・当該年度事

業計画シートの様式に改めることで、ＰＤＣＡサイクルを可視化し、内部質保証

の有効性を高めることに努めており、自己点検・評価の結果を事業計画に反映で

きるよう、評価スケジュールの見直しも行っている。

また、「教学改革推進会議」では、年度末に活動実績を踏まえて会議構成員から

意見を聴取し、同会議を中心とする内部質保証システムの自己点検・評価を行っ
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ている。その他、「教学改革推進会議規程」及び「自己点検・評価規程」には、学

外者の意見聴取を行うこともできる旨を定めており、今後は内部質保証システム

の検証を進める中で検討していくとしている。

新たな内部質保証システムは始動したばかりであるため、教学マネジメントを

含めた内部質保証システムの適切性について、「教学改革推進会議」を中心に点

検・評価し、より機能的な仕組みへと改善していくことが期待される。

＜提言＞

改善課題

１）内部質保証の推進及び統括を担う組織として「教学改革推進会議」を設置した

ものの、同会議が担う内部質保証の範囲に教育研究組織及び教員・教員組織は

含まれていないことに加え、同会議と既存の「全学点検評価委員会」やその他

の全学的組織との役割分担及び連携プロセスが十分に整理されていないことな

ど、内部質保証体制には不備が見られる。また、同会議が各学部・研究科等に

おけるＰＤＣＡサイクルを支援することで、全学的な教学マネジメントを有効

に機能させるまでには至っていないため、改善が求められる。

３ 教育研究組織

＜概評＞

教育目的等に沿って、社会の要請や環境の変化に対応し、開学当初の１学部１学

科体制から、８学部 11 学科、２研究科５専攻、その他７つのセンター又は研究所を

有する体制へと教育研究組織の拡充を行っている。今後、教育研究組織について、

その適切性を全学的な観点から点検・評価する体制を整備することが望まれる。

① 大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組

織の設置状況は適切であるか。

理念・目的に照らし、社会的使命を果たすとともに社会からの要請に応えるた

め、時代のニーズや学生の変化に対応しながら、学部・研究科、附置研究所、セ

ンターその他の組織を適切に設置し、教育研究組織の充実を図っている。

1964（昭和 39）年の開学当初は経済学部経済学科の体制であったが、人文社会

学系を中心に学部等の整備拡充を図り、現在は８学部（経済学部、現代社会学部、

商学部、法学部、外国語学部、国際文化学部、スポーツ健康学部、リハビリテー

ション学部）11 学科体制となっている。

研究科に関しては、1997（平成９）年に開設して以降、現在は通信教育課程を

含む２研究科（経済経営研究科及び外国語学研究科）５専攻体制となっている。

さらに、建学の精神の浸透・具現化のためにキリスト教センターを設置するな
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ど、その他６つのセンター及び総合研究所を設置している。

② 教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その

結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

教育研究組織の適切性の点検・評価については、各学部教授会及び各研究科委

員会、その他センター委員会において、毎年度実施している自己点検・評価を通

じて行っている。そして、その結果に基づき、理事会において学部・研究科の設

置・改廃、センター等の組織変更等について検討・決定を行っている。ただし、

2017（平成 29）年度に新たな内部質保証システムを構築したばかりであり、「教学

改革推進会議」を中心としたシステムに向けて整備が必要な状況である。今後は

同会議を中心とした内部質保証システムを整備し、全学的観点からの支援により、

教育研究組織の適切性を点検・評価し、改善・向上を図ることが望まれる。

４ 教育課程・学習成果

＜概評＞

学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針は、大学全体の方針に沿って、各学

科、専攻の目的に基づき学位ごとに方針を定め、ホームページで公表している。た

だし、学位授与方針に学習成果を明確に示していない、教育課程の編成・実施方針

に当該教育課程の基本的な考え方を示していない研究科があるため、改善が求めら

れる。

教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を体系的

に編成し、学生の学習の活性化及び単位の実質化を図り、成績評価、学位授与を適

切に行っている。ただし、いずれの学部・研究科においても、学位授与方針に示し

ている学習成果を十分に測定できているとはいえないため、各学位課程の分野に応

じた適切な指標を設定し、学位授与方針に示した学習成果を適切に把握・評価する

よう改善が求められる。また、学部については、学科によって学習成果を測定する

取組みに差が見られるため、全学的に方針を定めてこれに取り組むことが望まれる。

教育課程の適切性の点検・評価については、「教学改革推進会議」のもとで、各学

部・研究科における自己点検・評価を通じて、改善・向上に向けた取組みを行って

いる。ただし、今後は教学マネジメントをより有効に機能させ、各学部・研究科等

におけるＰＤＣＡサイクルを全学的・継続的に支援していくことが求められる。特

に、研究科については、全学的な推進・支援のもと、組織的に教育の改善・向上を

図ることが求められる。

① 授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。

学位授与方針は、大学全体の方針に沿って、各学科、専攻の目的に基づき、学
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位ごとに定め、ホームページで公表している。なお、学部では履修要項及び大学

要覧にも掲載しているが、研究科ではホームページのみの公表となっているため、

学部同様に学生に配付する媒体に掲載することが望まれる。

学部においては、学位授与方針に学生が獲得できる能力として「知識・技能」「思

考力・判断力・表現力」「主体性・多様性・協働性」の３つの観点から、学習成果

を明確に示している。一方で、研究科においては、当該学位にふさわしい学習成

果を明確に示していない研究科があるため、改善が求められる。

② 授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。

教育課程の編成・実施方針は、大学全体の方針に沿って、学位授与方針に対応

させて、学位ごとに定め、ホームページで公表している。なお、学部では履修要

項及び大学要覧にも掲載しているが、研究科ではホームページのみの公表となっ

ているため、学部同様に学生に配付する媒体に掲載することが望まれる。

学部においては、教育課程の編成・実施方針に「教育内容」「教育方法」「学修

成果の評価」を明示している。また、各学科のカリキュラム・マップも策定し、

各授業科目と学位授与方針との対応も明示していることは評価できる。一方で、

研究科においては、教育課程の編成及び実施に関する基本的な考え方を示してい

ない研究科があるため、改善が求められる。

③ 教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、

教育課程を体系的に編成しているか。

学部においては、教育課程の編成・実施方針に基づき、ＮＧＵ教養スタンダー

ド科目群と専門科目群を設置し、体系性・順次性に配慮した教育課程を編成して

いる。なお、科目ナンバリングを導入しているとともに、各学科では学生のキャ

リアパスに応じた「履修モデル」（例えば、現代社会学部現代社会学科では「民間

企業モデル」「社会性の高いビジネスモデル」「公共・公益・民間非営利モデル」）

を明示し、履修の体系性・順次性を担保している。

ＮＧＵ教養スタンダード科目群では、全学的な共通教育科目を開設し、高・大

の接続やキャリア形成支援等の教育を行っている。特に、「基礎セミナー」につい

ては、大学教育への導入における重要な必修科目として設置している。

専門科目群では、各学部の専門課程科目を開設している。例えば、経済学部経

済学科では、「ミクロ経済学」や「マクロ経済学」などの基礎科目の履修を前提に

学科展開科目を設置し、体系的に授業科目を編成している。

また、学生の社会的・職業的自立を図るため、キャリアデザイン科目（ＮＧＵ

教養スタンダード科目）、中長期インターンシップ（現代社会学科専門科目）、リ

ーガルフィールドワーク（法学科専門科目）、エアライン研究（英米語学科専門科
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目）などのキャリア形成支援科目を開設し、キャリア教育についても体系的に行

っている。

研究科においては、教育課程の編成・実施方針に基づき、各専攻の専門性に沿

って体系的に教育課程を編成しており、専攻ごとに「履修モデル」を明示し、体

系的な履修を担保している。例えば、経済経営研究科経営政策専攻おいて、博士

前期課程では、経営に必要な知識とスキルを養成するために、経営戦略、マーケ

ティング、管理会計、資産運用、経営情報の活用等に関する科目を配置しており、

企業経営者等を招聘して行う実践的な授業である「企業経営特別研究」、地元企業

講師から経営ノウハウを学ぶ「経営政策特殊研究」などを開講しているほか、税

理士を養成するプログラムも設置している。博士後期課程では、自立的な研究能

力と豊かな学識を身に付けるための教育課程を編成し、研究の集大成となる研究

指導科目を配置している。ただし、経済経営研究科の経営政策専攻博士後期課程

においては「履修モデル」がなく、外国語学研究科の英語学専攻修士課程及び国

際文化協力専攻修士課程においては「履修モデル」が極めて簡素であり、いずれ

も研究指導教員の履修指導に任されているため、学生のキャリアパスを明示する

など体系的な履修が担保されるような取組みが望まれる。

④ 学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。

学部においては、単位の実質化を図るため、各学科のセメスターごとに履修登

録できる単位数の上限を 24 単位に設定しているとともに、シラバスに事前事後学

習等を明示し、学部教務委員等により記述漏れや内容の精粗についても確認を行

っている。

教育方法では、ＮＧＵ教養スタンダード科目の「基礎セミナー」（１年次必修）

及び「地域商業まちづくり演習」、専門科目群の「地域ブランド演習」（経営情報

学科）などにおいて、アクティブ・ラーニングの活用や課題解決型（ＰＢＬ）授

業の導入を図っている。特に、「基礎セミナー」においては、学生の課題発見能力

や企画力の伸長を図るため、名古屋市熱田区、瀬戸市への政策提言に関する「ま

ちづくり提言コンペ」などを行っている。また、学生・教員・事務局をつなぐ「キ

ャンパス・コミュニケーション・サービス（ＣＣＳ）」を導入し、クラスアドバイ

ザー教員や教務委員等との面談を通じて履修指導を実施している。

研究科においては、演習、講義の多くで少人数のディスカッションによる意見

の交換を行うとともに、学位論文の中間発表を行うことにより、学習の活性化を

図っている。また、各研究科の学位課程ごとに研究指導計画を定め、研究指導の

方法及びスケジュールを履修要項やシラバスにおいて、あらかじめ学生に明示し

たうえで、研究指導教員による履修指導を行っている。なお、通信教育課程の外

国語学研究科英語学専攻博士前期課程のみ、１年間に履修登録できる単位数の上
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限を設定し、22 単位としている。

⑤ 成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。

各授業科目の成績評価方法はシラバスに明示し、ＧＰＡ（Grade Point Average）

を導入するとともに、各学部では教授会資料として成績評価分布を公開すること

で、成績評価の客観性及び厳格性を担保している。また、「成績確認願」により、

成績評価に関する学生からの問い合わせを受け付ける仕組みを導入している。

単位については、単位制度の趣旨に基づき適切に設定及び認定を行っている。

既修得単位についても、法令に基づき設定し、各学部教授会の審議を経て認定を

行っている。

学位授与は卒業・修了要件を各学則に定め、履修要項に明示するとともに、各

セメスター開始前に履修ガイダンス等により学生に説明を行っている。また、研

究科においては、学位論文の作成及び審査基準等を学位規程に定め、提出要領等

とともに明示し、学位論文審査を行っている。なお、学位規程等に基づき、学部

では、学部ごとに教務委員会を経て教授会で審議し、研究科では、各専攻委員会

を経て「大学院委員会」で審議し、学長が学位授与を決定する手続となっている。

⑥ 学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。

学部においては、各学科のカリキュラム・マップにより、学位授与方針に示し

た学習成果の把握に努めている。また、各学科では、単位の修得状況、ＧＰＡ、

標準修業年限での卒業率、授業アンケートに加えて、アセスメント・テスト（経

済学部経済学科等）、公務員試験の合格者数（法学部法学科）、国家試験の合格率

（リハビリテーション学部理学療法学科）の指標を利用して学習成果を把握・評

価するとしている。さらに、「キャンパス・コミュニケーション・サービス（ＣＣ

Ｓ）」による全学的なポートフォリオを構築し、学生への指導・助言等を行ってい

る。研究科においては、各専攻の学位論文及びその中間発表会や口頭試問により、

研究（学習）成果を把握・評価するとしている。

ただし、現状は「ＩＲ委員会」において、学位授与方針に示す学習成果を測定

する指標を模索しているところであり、いずれの学部・研究科においても、その

指標を設定するまでには至っていないため、十分に測定できているとはいえない。

大学自らが課題として認識しているとおり、今後は各学位課程の分野に応じた適

切な指標を設定し、学位授与方針に示した学習成果を適切に把握・評価するよう

改善が求められる。また、学部においては、学科によって学習成果を測定する取

組みに差が見られるため、全学的に方針を定めてこれに取り組むことが望まれる。

⑦ 教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っている
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か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

教育課程及びその内容、方法の適切性の点検・評価については、各学部・研究

科が毎年自己点検・評価を実施しており、学部教授会、研究科委員会等で情報共

有を行っている。加えて、全学に共通する事項については、「全学教務委員会」が

自己点検・評価を実施している。

また、2016（平成 28）年度より自己点検・評価のワークシートを導入し、３つ

の方針に沿ったＰＤＣＡサイクルの浸透を図っている。そして、2017（平成 29）

年に設置された「教学改革推進会議」が、各学部・研究科の自己点検・評価結果

の集約を行い、「全学点検評価委員会」が指摘した重点課題に対して改善・改革の

方策を立案し、各組織に明示している。

ただし、2017（平成 29）年度に新たな内部質保証システムを構築したばかりで

あり、「教学改革推進会議」を中心としたシステムに向けて整備が必要な状況であ

る。今後は、同会議を中心とした内部質保証システムを整備し、教学マネジメン

トをより有効に機能させ、各学部・研究科等におけるＰＤＣＡサイクルを全学的

な観点から継続して支援していくことが重要である。そのうえで、研究科におけ

る学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を適切に定め、さらに、いずれの

学部・研究科も学位授与方針に示した学習成果の把握・評価に取り組み、教育課

程・教育方法のさらなる改善・向上につなげることが望まれる。

＜提言＞

改善課題

１）経済経営研究科経済学専攻修士課程及び外国語学研究科（通信教育課程を含む）

各専攻及び課程では、学位授与方針に、修得すべき知識、技能、能力等の当該

学位にふさわしい学習成果を明確に示していない。また、経済経営研究科経営

政策専攻博士前期課程及び同博士後期課程では、教育課程の編成・実施方針に、

教育課程の編成及び実施に関する基本的な考え方を示していないため、改善が

求められる。

２）学部ではアセスメント・テストの導入やポートフォリオの整備等を通じて、研

究科では学位論文に基づいて学習成果を把握・評価するとしているものの、い

ずれの学部・研究科においても、学位授与方針に示している学習成果を十分に

測定できているとはいえないため、各学位課程の分野に応じた適切な指標を設

定し、学位授与方針に示した学習成果を適切に把握・評価するよう改善が求め

られる。

５ 学生の受け入れ

＜概評＞
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学生の受け入れ方針は、大学全体の方針に沿って学位ごとに設定し、ホームペー

ジ等で公表しているが、求める学生像を明確に示していない研究科があるため、改

善が求められる。また、同方針に基づき、入学センターを中心に、入学者の選抜や

定員管理を行い、毎年の自己点検・評価に基づく改善サイクルを機能させているが、

過去５年間の入学定員に対する入学者数比率の平均が高い学科、収容定員に対する

在籍学生数比率が低い研究科があるため、定員管理を徹底するよう是正されたい。

① 学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。

学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針のもと、学生の受け入れ方針を学

位ごとに設定するとともに、ホームページ、大学要覧、入試要項に掲載し、社会

に公表している。

学生の受け入れ方針について、学部では、「求める学生像」「入学時までに身に

付けるべき知識、能力等」「入学者選抜」の３つの観点から構成し、各学科の目的

や特色に応じて設定している。なお、「求める学生像」には「本学の建学の精神に

共感する者」「学習意欲に溢れる者」「地域社会や国際社会に貢献しようとする者」

について、「入学時までに身に付けるべき知識、能力等」には「高等学校までの教

科に関する基礎的な知識・技能」「自分の考えを他者に伝えるための思考力・判断

力・表現力」「主体性を持って他者と協働して学ぶ態度」について、「入学者選抜」

には「学力試験」「推薦試験」「ＡＯ試験」について明示している。一方、研究科

では、学生の受け入れ方針に求める学生像を明確に示していない研究科があるた

め、改善が求められる。

② 学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切

に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。

各学科においては、学生の受け入れ方針に基づいて、一般入試、センター試験

利用入試、センタープラス入試、特別奨学生入試、一般推薦入試、指定校推薦入

試、指定種目スポーツ推薦入試、スポーツ・文科系活動推薦入試とともに、その

他ＡＯ入試、グローバル人材特別入試、特別入試（外国人留学生・海外帰国生徒・

社会人）、編入学試験等、多様な入学者選抜制度を設け、各入試要項に沿って実施

している。

これらの入学者選抜を実施・運営するため、入学センターを設置し、学長指名

の入学センター長（責任者）及び各学部選出の入学センター委員により構成する

「入学センター委員会」を組織している。同委員会では、「入学センター委員会規

程」に基づき、「入学試験要項」の原案作成、入試問題の出題責任者及び出題者の

選定と委嘱、入学試験の合否判定資料（原案）作成等の事項を審議している。入

学試験の合否判定に関しては、同委員会が各入学試験の採点結果をとりまとめて、
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合否判定の資料（原案）を作成し、各学部教授会の審議を経て、学長が決定して

いる。また、入学者確保に関しては、理事長を議長とする「入試政策会議」を組

織し、「入学センター委員会」と調整を行っている。同会議では、「入試政策会議

規程」に基づき、入学者確保、募集人員等の入試政策に関する基本方針を検討し

ている。

各専攻においては、学生の受け入れ方針に基づき、一般入試、社会人特別入試、

留学生特別試験等の多様な入学者選抜を実施しており、社会人に対しては複数回

の入学試験を実施している。また、学力試験、研究計画書に基づく面接、小論文

等による入学者選抜が行われている。

これらの入学試験の実施は、各専攻委員会が担っており、同委員会が研究科委

員会規程に基づき合否判定を審議し、学長が入学者を決定している。入学者確保

や募集人員等に関する施策の検討は、学長を議長とする「研究科長・専攻主任会

議」を経て、「大学院委員会」で検討を行っている。

③ 適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に

基づき適正に管理しているか。

学部については、大学全体における過去５年間の入学定員に対する入学者数比

率及び収容定員に対する在籍学生数比率は適正な範囲にあるものの、一部に定員

を大幅に超過している学科が見られる。また、完成年度を迎えていない国際文化

学部やスポーツ健康学部の学科において、定員を充足していない状況が見られる

ため、改善策を検討することが望まれる。

研究科については、外国語学研究科修士課程において、収容定員に対する在籍

学生数比率が低く、入学定員に対する入学者数比率も過去５年間において改善傾

向は見られない。

以上のことから、学生の受け入れに関して、大学全体の定員管理を適切に行う

よう、是正されたい。

④ 学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、そ

の結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

学生の受け入れの適切性の点検・評価は、各学部・研究科、入学センターにお

いて、毎年自己点検・評価を行っている。なお、2016（平成 28）年度より自己点

検・評価のワークシートを導入し、３つの方針に沿ったＰＤＣＡサイクルの浸透

を図っている。また、2017（平成 29）年度に「教学改革推進会議」を設置し、学

長のもと同会議において、各学部・研究科等の自己点検・評価結果の集約を行い、

「全学点検評価委員会」による確認及び重点課題の指摘を経て、改善・改革の方

策を立案し、各組織に明示している。
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改善・改革に向けた全学的な取組みについては、「教学改革推進会議」と「入試

政策会議」及び「大学院委員会」が進捗状況等を共有して実行している。例えば、

「入試政策会議」では、学部の入学試験結果を分析し、分析結果を各学部長等の

構成員で共有して、今後の入試政策につなげている。「大学院委員会」では、大学

院の入学試験説明会の参加者数やアンケート結果、受験者数を検証し、入学者募

集や選抜方法、入学試験の日程等について検討している。これらの取組みについ

ては、各学部・研究科、入学センターが行う毎年の自己点検・評価を通じて「教

学改革推進会議」に報告されており、共有が図られている。

ただし、2017（平成 29）年度に新たな内部質保証システムを構築したばかりで

あり、「教学改革推進会議」を中心としたシステムに向けて整備が必要な状況であ

る。今後は、同会議を中心とした内部質保証システムを整備し、学生の受け入れ

方針を適切に設定するとともに、定員管理を徹底するよう、全学的な観点から支

援してＰＤＣＡサイクルを機能させ、課題の改善につなげることが望まれる。

＜提言＞

改善課題

１）経済経営研究科経営政策専攻博士前期課程では、学生の受け入れ方針に、求め

る学生像が明確に示されていないため、改善が求められる。

２）外国語学研究科修士課程では、収容定員に対する在籍学生数比率が 0.21 と低い

ため、大学院の定員管理を徹底するよう改善が求められる。

是正勧告

１）スポーツ健康学部スポーツ健康学科では、過去５年間の入学定員に対する入学

者数比率の平均及び収容定員に対する在籍学生数比率がともに 1.27 と高いため、

学部の定員管理を徹底するよう是正されたい。

６ 教員・教員組織

＜概評＞

理念・目的を踏まえ、求める教員像については「キリスト教主義教育に理解のあ

る者」と明示しているが、教員組織の編制方針については明確ではない。教員組織

は、大学の規模・内容に見合う適切な構成になっており、ファカルティ・ディベロ

ップメント（以下「ＦＤ」という。）を通じて教員の資質の向上と教育改善も行って

いる。今後は、「教学改革推進会議」を中心とした内部質保証システムを整備し、全

学的な観点からの支援により、教員組織の適切性を点検・評価するとともに改善・

向上を図ることが望まれる。
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① 大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教員

組織の編制に関する方針を明示しているか。

学則等においては求める教員像を定めていないが、理念・目的を踏まえ、教員

募集要項に「キリスト教主義教育に理解のある者」と明記し、教員採用を行って

いる。

また、教員の負担配慮や授業の質確保のために、「授業計画の策定及び時間割編

成の基本方針」を定め、専任教員について、「学部の授業を週３日に分けて担当す

ること」などを示している。

今後は、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針との連関にも配慮して、

各学部･研究科等の教員組織の編制方針を明確に定めることが望まれる。

② 教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教

員組織を編制しているか。

各学部の教授会及び共通教育の運営委員会では、毎年度、教員の採用数を検討

し、「学部長会議」の協議を経て、学長及び理事会に要望しており、各学部・研究

科において法令で必要とされる教員数を満たす教員組織を編制している。なお、

研究科の専任教員については、学部教員が兼担している。大学全体及び各学部・

研究科の専任教員数及び各学部専任教員の年齢構成等については、大きな偏りは

見られず、各学部の専門科目群に配置している必修科目は原則として専任教員が

担当するよう教員組織を編制しており、適切である。なお、ＮＧＵ教養スタンダ

ード科目群における外国語科目や日本語表現科目、各学部の専門科目群における

外国語科目等の担当には、学生に実践的な英語力を身に付けさせることなどを目

的に、外国人を含む任期制教員を配置している。なお、担当科目に関する分科会

や部会を開催しており、専任教員と任期制教員は、授業内容や指導方法に関する

情報共有を図っている。

③ 教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。

教員の募集、採用、昇任等については、各学部において、法令に基づく人事に

関する規程を定めている。例えば、経済学部では「教員人事規程」、その他学部で

は「教員選考規程」及び「教員選考基準」を設け、教員の募集、採用、昇任等を

適切に行っている。その際の手続は、募集では学部長又は共通教育運営委員長が

発議して学長に要求を行い、「学部長会議」での協議を経て常任理事会で決定した

後、各学部で委員会を設置し、募集を行っている。教員の募集は、公募あるいは

推薦制で行っている。採用、昇任の際は、各学部教授会で審議し、その結果を学

長に報告し、学長が常任理事会に提案し、決定をしている。募集、採用、昇任等

の公平性については、各学部が審査基準を定め、明示することによって担保して
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おり、さらに必要に応じて学外の専門家を審査委員に加えるなど、客観性も担保

している。

また、大学院を担当する教員の任用については、経済経営研究科のみで任用基

準を定めている。外国語学研究科は、経済経営研究科の基準を参考に任用を行っ

ており、任用基準の整備を検討する予定である。

④ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に実施し、

教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。

学長を委員長とする全学組織である「ＦＤ委員会」を設置し、セメスターごと

に授業アンケートを行い、その結果を教員及び学生に公表している。授業アンケ

ートにおいて評価の著しく低い教員には、学部長又は教務部長が聞き取りを行い、

評価の高い場合には、それを「教育・研究活動表彰」選考の際の一要素としてい

る。その他、各種の研究会を開催するなどしている。

また、各学部にも「ＦＤ委員会」を設置し、授業方法の検討会や意見交換会等、

学部の特性を反映したＦＤ活動を行っている。ただし、大学院のＦＤ活動は、授

業アンケートを行うのみとなっているため、多面的に取り組み、それらの結果を

組織的に活用していくことが望まれる。

⑤ 教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

教員組織の適切性の点検・評価については、学部において、「学部長会議」や各

学部教授会が自己点検・評価を通じて行っている。例えば、2017（平成 29）年に

「学部長会議」において、「現行の８学部 11 学科という構成における基準教員数

と法令上の所要教員数を考慮し、教員数の配分を検討すること」などを目的とし

た、教員人事の編制方針が協議されている。研究科においても、「研究科長・専攻

主任会議」などで自己点検・評価を実施し、改善・向上を図っている。

ただし、2017（平成 29）年度に新たな内部質保証システムを構築したばかりで

あり、「教学改革推進会議」を中心としたシステムに向けて整備が必要な状況であ

る。今後は、同会議を中心とした内部質保証システムを整備し、各学部・研究科

の教員組織の編制方針を明確に定めたうえで、教員組織の適切性をたえず点検・

評価し、全学的な観点からの支援により、教員組織の質を担保するとともに改善・

向上を図ることが望まれる。

７ 学生支援

＜概評＞

学生支援の方針に基づき、学生部及び教務部が協働するとともに、専任教員によ
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るクラスアドバイザー制度を整備し、学生からの相談への対応や離籍防止に向けた

面談等、さまざまな修学支援を行っている。全学的な学生相談体制や奨学金等の経

済的支援により、離籍者数が減少傾向にあることは高く評価できる。また、充実し

た留学プログラムや語学講座、留学相談等、全学的な国際教育支援により、多くの

学生が留学を経験していること、キャリアセンターによる個人面談や講座等の各種

就職支援及び正課内キャリア教育等による進路支援の結果、高い就職率となってい

ることは評価できる。

学生支援の適切性の点検・評価については、「学生部委員会」「国際センター運営

委員会」「キャリアセンター運営委員会」などにおいて、中長期計画に基づく行動計

画の達成状況等を毎年度点検・評価し、「教学改革推進会議」を通じて、改善・向上

に向けた取組みにつなげている。今後は、同会議を中心とした内部質保証システム

を整備し、全学的な観点からの支援によって改善・向上を図ることが望まれる。

① 学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、学生支援に関

する大学としての方針を明示しているか。

「中長期計画－Look Forward 2014‐2023－」において、教育ビジョンを「社会

や産業界が求める質の高い学士課程教育を確立する」と定めている。このビジョ

ンを実現するため、「教育・学生支援体制を再構築し学生生活満足度を高める」「就

職・キャリア支援体制を強化する」「本学独自のグローバル人材育成プログラムを

整備する」と学生支援に関する方針を適切に明示し、ホームページにおいて公表

している。

② 学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備されている

か。また、学生支援は適切に行われているか。

学生支援の方針のもと、学生部、教務部、国際センター、キャリアセンター等

において適切に学生支援を行っている。なお、大学院学生については、大学院事

務室が中心となり学生支援を行っている。

修学支援については、学生部と教務部が協働するとともに、専任教員によるク

ラスアドバイザー制度を整備し、修学指導及び生活指導を行い、学生からの相談

にも応じている。また、障がいのある学生に対しては、全学的な体制のもとで、

障がいを持つ学生の状況に応じて個別に支援している。特に、退学希望者や単位

修得状況に問題がある学生に対しては、学生部及び教務部がクラスアドバイザー

教員等と連携して、面談を実施し、その内容・結果は、「キャンパス・コミュニケ

ーション・サービス（ＣＣＳ）」に入力することで情報の共有を図るなど、全学的

な学生相談体制を整備している。加えて、大学独自の奨学金制度等の経済的支援

を充実させていることにより、離籍者数が減少傾向にあることは高く評価できる。



名古屋学院大学

19

留学を希望する学生に対しては、多くの海外大学と提携・協定し、留学プログ

ラムを提供するとともに、海外インターンシップや国際ボランティア等のさまざ

まなプログラムを実施している。また、国際センターのもと、英会話をはじめと

する語学サロン、留学経験者との交流会等を開催するなども行っている。このよ

うな取組みにより、多くの学生が留学を経験し、長期留学の派遣数等において高

い実績を上げていることは評価できる。2018（平成 30）年には、国際拠点となる

大宝学舎（通称「GLOBAL LINKS」）を開設し、学部教育と連携した実践的なグロー

バル教育を実施していく予定であるため、さらなる学生支援の充実に期待したい。

なお、受け入れた留学生に対しては、学部学生については学生課が、大学院学生

については大学院事務室が主体となり支援している。

生活支援については、学生相談室や保健センター等において、学生の相談や心

身の健康への対応を行っている。ハラスメント防止に向けては、「ハラスメント防

止に関する指針」や「ハラスメント防止に関する規程」を整備し、適切に対応し

ている。

進路支援については、キャリアセンターにより、３年次の全学生対象の個人面

談や多様な講座等を開催するとともに、学内で合同会社説明を実施している。ま

た、ＮＧＵ教養スタンダード科目群にキャリアデザイン科目及びインターンシッ

プ科目を配置している。このような進路支援やキャリア教育の結果、高い就職実

績となっていることは評価できる。

③ 学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

学生支援の適切性の点検・評価については、主に「学生部委員会」「全学教務委

員会」「国際センター運営委員会」「キャリアセンター運営委員会」「大学院委員会」

において、それぞれの中長期計画に基づく行動計画の達成状況等を毎年度自己点

検・評価し、「教学改革推進会議」を通じて、改善・向上に向けた取組みにつなげ

ている。具体的には、2014（平成 26）年度より、「学生部委員会」ではクラスアド

バイザーに対し出席状況が芳しくない学生との面談実施を依頼することとし、

2016（平成 28）年度より、「全学教務委員会」では入学時ガイダンスを分かりやす

く解説するビデオクリップの作成等を行っている。

ただし、2017（平成 29）年度に「教学改革推進会議」は設置したばかりであり、

同会議を中心とした新たな内部質保証システムは整備が必要な状況にある。今後

は、同会議を中心としたシステムを整備し、成果が見られる取組みのさらなる伸

長や課題の改善につなげられるよう、全学的な観点からの支援によって改善・向

上を図ることが望まれる。
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＜提言＞

長所

１）学生の退学を未然に防ぐため、クラスアドバイザー教員を配置し、学生部と教

務部と協働で単位の修得状況に問題のある学生や出席日数の少ない学生を対象

に、面談を実施している。この面談内容を「キャンパス・コミュニケーション・

サービス（ＣＣＳ）」の修学システム機能により、教職員で情報を共有すること

で、退学の原因となる修学上や経済的な課題を改善すべく相談体制や奨学金制

度の充実を図っている。こうした取組みの成果として、離籍者数が減少傾向に

あることから、きめ細かな支援の仕組みが機能しているものとして評価できる。

８ 教育研究等環境

＜概評＞

教育研究活動のための環境・条件整備については、その方針を明示し、必要な校

舎・設備の拡充を図っている。また、図書館も適切な規模と設備を有している。さ

らに、アクティブ・ラーニング対応、障がい学生対応、研究者への研究支援、研究

倫理の涵養等も適切に行っている。その適切性の点検・評価については、「学術情報

センター運営員会」及び「総合研究所委員会」などにより自己点検・評価を行い、「教

学改革推進会議」通じて、改善・向上に向けた取組みにつなげている。今後は、同

会議を中心とした内部質保証システムを整備し、全学的な観点からの支援によって

改善・向上を図ることが望まれる。

① 学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備するための方

針を明示しているか。

「中長期計画－Look Forward 2014‐2023－」において、大学の将来ビジョンを

実現するための基本方針に「研究環境整備の推進」を掲げている。さらに、この

ビジョンを実現するための目標と重要方策として、研究環境では「研究の活性化

を促進する仕組みを導入する」及び「研究の推進・支援体制を充実させる」など、

教学環境では「瀬戸キャンパスの有効利用を図る」及び「教学環境の向上に資す

るキャンパス整備を行う」などを明示している。

② 教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、かつ運動場

等の教育研究活動に必要な施設及び設備を整備しているか。

名古屋キャンパス（白鳥・日比野・大宝学舎）及び瀬戸キャンパスにおいて、

法令により必要な校地及び校舎、その他運動場を有しており、教育研究活動に必

要な施設及び設備を整備している。さらに、名古屋市にはサテライトキャンパス

も設置し、主に大学院学生の学習及び研究活動に活用している。学生の学習生活
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は原則として、それぞれのキャンパスで完結するようにしている。なお、2018（平

成 30）年には大宝学舎の竣工を予定している。

また、アクティブ・ラーニングを促すため、各学舎でアクティブ・ラーニング

用教室、ラウンジ、自習室等の整備も進めている。キャンパスのバリアフリー化

にも取り組んでおり、車いす利用者向けの設備、点字ブロック、点字サインの取

り付けなども行っている。

ネットワーク環境については、新入生にノートパソコンを配付していることに

加え、デスクトップパソコン及び情報コンセント、無線ＬＡＮを全学的に整備し

ている。また、「キャンパス・コミュニケーション・サービス（ＣＣＳ）」により、

学生アンケートのリアルタイム集計、授業の感想の収集、レポートや教材等の教

員・学生間の送受信等のサービスを行っている。

学生の情報倫理の教育・啓発については、学部の１年次必修科目である「情報

処理基礎」においてＳＮＳの利用マナーを涵養し、教職員にはＦＤ研修会におい

て情報倫理の啓発を行っている。

③ 図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えているか。また、それら

は適切に機能しているか。

学術情報センターの管理のもと、名古屋キャンパスの白鳥学舎及び瀬戸キャン

パスに図書館を設置し、電子ジャーナル及びデータベースなどの整備を進め、適

切に機能するよう努めている。

図書館の開館時間については、平日及び土曜日としているが、学生は図書館シ

ステムにより所蔵資料を検索することが可能であり、「キャンパス・コミュニケー

ション・サービス（ＣＣＳ）」の学生支援機能を通じて、図書購入申し込みや図書・

文献の取り寄せなど、学外からのアクセスも可能となっている。

また、両図書館には、専任職員を含む専門的な知識を有する職員を配置し、質

の高い専門的なサービスの提供を図っている。

④ 教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活動の促進を図っ

ているか。

研究環境においては、教員ごとに個人研究室を用意し、専任教員には個人研究

費を支給するとともに、共同研究・個人研究に対する研究助成金の支給も行って

いる。また、長期、中期、短期の教員研修制度を設けて、教員に国内外での研修

の機会を与えている。

外部資金獲得のための支援については、科学研究費助成事業の勉強会や説明会

を開催し、応募の促進に努めている。さらに、学内に研究助成制度を新設し、科

学研究費助成事業に応募した教員に対しては、不採択であった場合でも、「採択さ
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れなかった研究課題の中でのおおよその順位」を考慮して審査を行うこととして

いる。

その他、『名古屋学院大学論集』を刊行し、学内での研究成果を発表している。

⑤ 研究倫理を遵守するための必要な措置を講じ、適切に対応しているか。

2015（平成 27）年に「研究に係る不正行為防止に関する基本方針」を定め、同

方針のもとに「競争的資金等の使用に関する不正防止計画」を策定している。ま

た、「研究活動及び研究費適正使用に関する行動規範」のもと、「競争的資金等取

扱規程」及び「研究活動上の不正行為の防止及び対応に関する規程」を制定して

いる。そして、これらに基づいて、コンプライアンス研修会等の不正防止活動を

適切に実施しており、その結果は『不正防止計画実施報告書』にまとめている。

研究倫理活動については、３年に１度、「科学の健全な発展のために」を通読し、

理解度チェックの提出又は「eL CoRE（研究倫理ｅラーニングコース）」の受講を

義務付けており、全教員が履修している。なお、大学院学生に対しても「eL CoRE

（研究倫理ｅラーニングコース）」の履修を推奨している。

⑥ 教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、そ

の結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

「学術情報センター運営委員会」がネットワーク環境や図書資料について、「総

合研究所委員会」が教員の研究環境について、財務課が施設・設備について、中

長期計画に基づく行動計画の達成状況等を毎年度点検・評価し、「教学改革推進会

議」を通じて、ネットワーク環境や研究助成規程の見直し、ＡＶ機材の更新等の

改善・向上に向けた取組みにつなげている。なお、「学術情報センター運営委員会」

については、学術情報センター長及び各学部の選出委員によって構成され、図書

館等の専門的な知識を有する職員の意見は、学術情報センター課長を通じて反映

されることになっている。

ただし、2017（平成 29）年度に新たな内部質保証システムを構築したばかりで

あり、「教学改革推進会議」を中心としたシステムに向けて整備が必要な状況であ

る。今後は、同会議を中心とした内部質保証システムを整備し、図書館や各種委

員会等におけるＰＤＣＡサイクルを全学的な観点から継続的に支援していくこと

が望まれる。

９ 社会連携・社会貢献

＜概評＞

中長期計画において、社会連携・社会貢献のビジョン及び方針を明示し、社会連

携センターを中心に、地方自治体、他大学と連携しながら、「大学コンソーシアムせ
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と事業」「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）」「地（知）の拠点大学による

地方創生推進事業（ＣＯＣ＋事業）」「未来医療研究人材養成拠点形成事業」などを

進めていることは高く評価できる。これら社会連携・社会貢献活動の適切性の点検・

評価については、各組織（関係委員会）において、外部評価を加えながら自己点検・

評価を毎年実施し、改善・向上に向けた取組みにつなげている。今後は、「教学改革

推進会議」を中心とした内部質保証システムを整備し、全学的な観点からの支援に

よってさらなる改善・向上を図ることが望まれる。

① 大学の教育研究成果を適切に社会に還元するための社会連携・社会貢献に関する

方針を明示しているか。

「中長期計画－Look Forward 2014‐2023－」において、社会貢献ビジョンとし

て「知の拠点としての存在感を高め、活力ある社会づくりに貢献する」と定め、

このビジョンを実現するため「知の拠点としての存在感を高める」「地域社会が抱

える課題の解決に貢献する」「ステークホルダーとの連携を強化する」という方針

を掲げ、ホームページで適切に公表している。

② 社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組

みを実施しているか。また、教育研究成果を適切に社会に還元しているか。

社会連携・社会貢献は、社会連携センターを中心として社会貢献ビジョンに基

づいて進めている。知の拠点としての存在感を高めるため、公開講座、生涯学習

講座、社会人対象ビジネスセミナー、履修証明制度の「まちづくり新修プログラ

ム」などを実施している。

また、地域社会が抱える課題の解決に貢献する取組みとして、瀬戸市及び５つ

の大学による「大学コンソーシアムせと事業」、名古屋市及び瀬戸市と連携協力し

た「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）」、「地（知）の拠点大学による地

方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」、３つの大学による「未来医療研究人材養成拠点形

成事業」などを実施している。さらに、ステークホルダーとの連携を強化する取

組みとして、公益財団法人や企業との包括連携協定締結、名古屋市との連携協力

に関する協定による「熱田区まちづくり協議会」に基づく活動等を行っている。

大学ＣＯＣ事業においては、名古屋市及び瀬戸市と連携協力しながら、教育、研

究、社会貢献の３分野における事業を実施し、ＮＧＵ教養スタンダード科目群に

課題解決型（ＰＢＬ）の授業として地域理解に関する科目を７科目配置するなど、

多くの学生に地域連携教育が浸透している。

これらの取組みにあたっては、各学部の特性を生かして教職員及び学生が協働

することで、学生の成長のみならず、瀬戸市及び熱田区等における商店街の活性

化や産業観光の振興等に貢献していることは高く評価できる。また、これらの社
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会貢献活動が、入学者の志望動機や在学生の高い満足度にもつながっていること

は、大学の特色を打ち出す取組みであるといえる。

③ 社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

社会連携・社会貢献の適切性の点検・評価については、社会連携センターにお

いて自己点検・評価を毎年実施しており、問題点とその要因分析を踏まえて、新

年度の計画を策定している。点検・評価の結果は、「教学改革推進会議」に報告し、

全学的に改善・向上の推進を図っている。

ＣＯＣ事業については、学長をリーダーとする「ＣＯＣ推進会議」、各学部で実

際に地域教育に携わる教員で構成する「ＣＯＣ実務者会議」を設置し、事業計画

の策定・総括等の審議を行っているとともに、「名古屋キャンパス委員会」「瀬戸

キャンパス委員会」「ＱＯＣ評価委員会」による外部評価を実施している。

このように、社会連携に関する取組みの多くはＣＯＣ事業等に採択されている

ことから、事業単位で取組みの成果をとりまとめ、外部評価等を受けて、それぞ

れ取組みの改善・充実を図っている。今後は、2017（平成 29）年度から構築した

「教学改革推進会議」を中心としたシステムを整備し、さらなる発展につながる

よう全学的な観点から支援していくことが望まれる。

＜提言＞

長所

１）社会貢献に関する方針に「知の拠点としての存在感を高めること」「ステークホ

ルダーとの連携の強化」などを掲げ、社会連携センターを中心に地域の大学・

企業・団体等との連携を拡充し、さまざまな活動を展開している。具体的には、

瀬戸市及び近郊の５つの大学とコンソーシアムを形成しているほか、文部科学

省の「地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業）」に採択されたまちづくりに

関するプロジェクトや３つの大学と連携した地域における医療人材の育成事業

などを通じて、地域連携教育の体系的なカリキュラムや課題解決型（ＰＢＬ）

の授業を展開し、必修科目では地域課題を扱うなど、学生に地域と連携した活

動の浸透を図っている。これらの取組みにあたっては、各学部の特性を生かし

て教職員及び学生が協働することで、学生の成長のみならず、新たな文化創造

やまちづくり、地域課題の解決に貢献していることは評価できる。

10 大学運営・財務

（１）大学運営

＜概評＞
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中長期計画の組織及び財務の基本方針に基づき、関係部署は５年間（2014～2018

（平成 26～平成 30）年度）の行動計画を策定し、業務を進めている。学長は規程に

基づき選任し、学長のもとに各学部教授会及び各研究科委員会、「大学院委員会」、「大

学協議会」を設置している。また、予算編成及び予算執行は、規程に基づき適切に

行っている。事務局組織及び各組織の事務分掌も規程に基づき実施しており、教職

員の意欲及び資質の向上を図るため、体系的なスタッフ・ディベロップメント（以

下「ＳＤ」という。）の研修を実施している。行動計画については、毎年度末に自己

点検・評価を実施し、必要に応じて計画を修正している。また、監査室による業務

監査及び会計監査の区分により内部監査を実施し、所見及び改善事項を記載した監

査結果を理事長に報告するなど、大学運営の改善に向けた取組みを行っている。

① 大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必

要な大学運営に関する大学としての方針を明示しているか。

「中長期計画－Look Forward 2014‐2023－」において、組織及び財務の基本方

針として「定員規模は、現行の学生数 5,000～6,000 人を基本とする」「経営・教

学ガバナンスの体制を再構築する」「教員・職員の資質向上を図る」と明示してお

り、ホームページで適切に公表している。また、この方針を実現するために、法

人及び大学運営を所管する総務課、財務課、総合企画課、学事課は５年間（2014

～2018（平成 26～平成 30）年度）の行動計画を策定しており、同計画は学内のグ

ループウェアを通じて教職員に周知している。

② 方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設け、こ

れらの権限等を明示しているか。また、それに基づいた適切な大学運営を行って

いるか。

学校教育法等に基づき、学則や「学長選任規程」及び「学長選挙管理委員会規

程」などの学内諸規程を定め、学長、学部長、教学部長等の役職を置いている。

学長は、「学長選任規程」及び「学長選挙管理委員会規程」に基づき選任してい

る。学長の職務は、学則において、「学長は校務をつかさどり、所属教職員を統督

する」と定めている。学長は教学面における最終決定権を有しており、学長のも

とに各学部教授会及び各研究科委員会、「大学院委員会」、「大学協議会」を設置し、

各規程においてその役割を「学長が掲げる事項について決定を行うにあたり、審

議し、意見を述べるものとする」と定めている。その他、学部間の連絡調整及び

大学運営に関する重要事項について学長の諮問に応じる「学部長会議」や、内部

質保証を推進する「教学改革推進会議」を設置している。

また、「学校法人名古屋学院大学寄附行為」において、「理事会は、学校法人の

業務を決し、理事の職務の執行を監督する」と定めている。さらに、「職務権限に
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関する規程」を制定し、常任理事会、理事会、評議員会等の組織機能及び理事長、

学長、事務局長等の主な職務権限を決裁権限基準一覧として定めているなど、適

切に大学運営を行うための規程を整備している。

③ 予算編成及び予算執行を適切に行っているか。

予算の編成、組織の統制及び手続を明らかにするため、「予算管理規程」を制定

しており、これに基づき、理事長、財務担当理事、常勤監事、学長、各学部長、

事務局長、事務局次長、総務部長、財務課長で構成する「予算会議」を設置し、

予算編成方針を策定したうえで、各部署の予算要求を踏まえ、予算を編成してい

る。予算執行にあたっては、「経理規程」及び「予算管理規程」に基づき、執行予

算の額に応じ、責任者の承認を得たうえで予算を執行している。

④ 法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要

な事務組織を設けているか。また、その事務組織は適切に機能しているか。

「事務局組織規程」に基づき事務局組織を設置している。各組織の業務内容は

「事務分掌規程」に定めている。職員の採用は、「職員の募集及び採用基準」及び

「職員人事委員会規程」に基づき行っており、常任理事会が採用を決定している。

人事異動及び昇格については、「事務局役職者規程」及び「職員の資格に関する規

程」に基づき、本人の適性や能力を考慮し、「職員人事委員会」を経て常任理事会

が決定しており、事務組織は適切に機能している。なお、教員による教学組織と

職員による事務局組織の連携の必要性から、教学組織における事務部長が配置さ

れているため、位置付けの明確化や規程等の整備が期待される。

⑤ 大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び資質の向

上を図るための方策を講じているか。

「ＳＤ（スタッフ・ディベロップメント）研修に関する規程」及び「名古屋学

院大学ＳＤ実施に関する方針」に基づき、「ＳＤ委員会」のもと、全学共通研修、

課題別研修、特別研修、部署別研修、学外研修、ＯＪＴ研修として、体系化した

ＳＤ研修を実施している。2017（平成 29）年度には、全教職員を対象とした研修

として、他大学の教職協働の事例を学ぶための講演会を開催しているが、教員の

参加が少ないため、増加に向けた取組みが望まれる。また、テーマによってはＦ

Ｄ研修会に職員も参加し、教職協働に向けた取組みを行っている。

その他、「職員人事考課規程」に基づき、職員の能力向上と人事処遇、組織の活

性化を図ることを目的として人事考課等も実施している。

⑥ 大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果
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をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

法人及び大学運営を所管する総務課、財務課、総合企画課、学事課は、毎年度

末に中長期計画に基づく行動計画について、当該年度の実績、問題点を踏まえて

自己点検・評価を行い、次年度目標を設定している。各部署の進捗状況は理事会

に集約され、必要に応じて計画を修正している。

点検・評価の結果に基づく改善に向けた取組みとして、2015（平成 27）年に「事

務組織検討委員会」での検討により、学長関連・学事業務の集約のため学事課を

設置し、社会連携の推進を図るため社会連携センターを既存組織（企画地域連携

室）から分離するなど、事務組織の強化を図っている。

監査室による内部監査については、「内部監査規程」に基づき、業務監査及び会

計監査を実施している。内部監査では、監査計画に基づき実施し、所見及び改善

事項を記載した監査結果を理事長に報告し、業務改善の指示がある場合、被監査

部門は、改善事項に対する対応方法及び実施時期を記載した改善計画書を理事長

に提出し、改善計画を着実に実施している。また、監事は寄附行為に基づき、学

校法人の業務及び財産の状況を監査することとなっており、監事、監査法人及び

監査室が連携して監査を実施している。

今後は、中長期計画に基づく行動計画のみならず、経常的な業務についても、

監査室による業務監査との連携及び役割分担を行い、適切に自己点検・評価を実

施することが期待される。

（２）財務

＜概評＞

2014（平成 26）年度から 2023（平成 35）年度までの中長期計画に基づき、複数年

度にわたる財務シミュレーションを行ったうえで、「2018（平成 30）年度予算編成方

針」において、具体的な数値目標を掲げている。財務関係比率等は概ね良好である

ことから、教育研究活動を安定して遂行するために必要な財政基盤を確立している

といえる。

① 教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定してい

るか。

2014（平成 26）年度から 2023（平成 35）年度までの中長期計画に基づき、政策

的、効率的な財政運営を目指し、予算の管理を行っている。また、将来計画に対

する資金手当てを明確にしたうえで、複数年度にわたる財務シミュレーションを

行っている。なお、「2018（平成 30）年度予算編成方針」では、事業活動収支差額

比率７％程度を確保すること、経費において 2017（平成 29）年度予算から１％を

削減するシーリングを徹底することなどを基本方針としている。
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② 教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立している

か。

財務関係比率については、「理工他複数学部を設置する私立大学」の平均と比べ、

事業活動収支計算書（消費収支計算書）関係比率では、教育研究経費比率が低い

ものの、概ね良好な水準である。貸借対照表関係比率では、純資産構成比率（自

己資金構成比率）が低く、総負債比率が高くなっているが、「要積立金に対する金

融資産の充足率」は一定の水準を維持していることから、教育研究活動を安定し

て遂行するために必要な財務基盤を確立しているといえる。

外部資金については、科学研究費助成事業応募勉強会や応募説明会の開催等に

より、その獲得に努めているが、現在のところ安定的に確保できている状況では

ないため、補助金・寄付金も含めたさらなる努力が望まれる。

以 上
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